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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

医師会、民間団体と連
携し、取り組んだ健康
づくり事業等の回数

指
標
名

指
標
の
説
明

地域と医師会、民間団
体と連携した市民健康
づくり事業の実施回数

H28目標 12

市
民
意
識
調
査
結
果

効果検討

11

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
伊賀市健康21計画に基づき、住民自治協議
会や健康の駅長、または、医師会等の保健・
医療資源を活用し、市民が主体となる健康づ
くりを支援します。今後は行政、地域、関係団
体が協働して行うことや、自主的に行うことを
明確にする必要があります。

医師会、歯科医師会、民間団体、企業等に積
極的な参加・協力を要請し、市民や地域が主
体的に行う健康づくりの取組を総合的に支援
する体制を構築します。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1101 市民主体の健康づくり活動を支援する体制づくり 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

130900
健康福祉部健康推進
課

0595-22-9653

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

域と連携し、市全体で健康づくりに取り組むためのしくみをつくります。

医師会、歯科医師会、民間団体、企業等に積極的な参加・協力を要請し、市民や地域が主体的に行う健康づくりの取り組みを総合的に支援す
る体制を構築します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○健康づくり推進員養成講座（4回　約200人）
○健康づくり講演会（1回　250人）
○街頭啓発（3回）、献血事業（16回）
○健康づくりについては、各地区及び健康の
駅長連絡会において、市と協働しながら積極
的な活動を行いました。しかし、本年度目標と
していた活動の見直しや事務局の切り離しに
おいては、結果を残すことができず、引き続
き、次年度において協議を行います。

健康の駅長連絡会へ委託している事業につい
て、住民自治協議会の一括交付金として算入
し、住民自治協議会の活動として再編できな
いかを検討します。

健康の駅長連絡会へ委託している事業に
ついて、住民自治協議会の一括交付金とし
て算入し、住民自治協議会の活動として再
編することが望ましいと考えます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○健康づくり推進員養成講座（4回　約183
人）
○健康づくり講演会（開催なし）
○健康づくりイベント開催（１回　約233人）
○街頭啓発（3回）、献血事業（12回）
○健康づくりについては、各地区及び健康
の駅長連絡会において、市と協働しながら
積極的な活動を行いました。昨年度の課題
であった健康の駅長及び連絡会の活動の
見直しや事務局のあり方について検討・協
議を行っているが、結果を出すことまでに
は至らず、次年度も引続き協議を行いま
す。

平成28年度
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(続紙)

0 0

6,923

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02

04 1 ↓

健康２１計画策定事業(01-
04-01-01-239-51)

健康２１推進事業(01-04-
01-01-244-51)

事業概要

01 3 96

(千円)

161

96

施策

H28
予算

献血の普及と啓発を目的に、市民に参加とその大切さの呼び掛け
を行っている。また、伊賀市献血推進協議会の主催する献血会場
で献血協力者に対して、献血啓発グッズなどの配布を行う。

「伊賀市健康２１（第２次）計画の中間評価を行うための市民意識
調査業務に係る経費（平成26年度単年度事業のため終了）

「伊賀市健康21（第２次）計画」に基づく重点施策の実施のため、
国の健康日本21やヘルシーピープル三重21など上位計画と整合
性を図り、市民の健康づくりに関する最新の情報を提供する。

伊賀市健康づくり推進条例に基づき、健康づくり推進員（健康の駅
長）を中心とした地域住民による健康づくり活動の推進を支援しま
す。

2,7047,180

168

2,4401
健康づくり推進事業(01-04-
01-01-244-52)

3

2

1

27
重
点

3

事務事業名

献血事業経費(01-04-01-
01-239-02)

2

28
重
点

1101 市民主体の健康づくり活動を支援する体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

03 2 →

6,925

75

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

市民主体の健康づくり活動として、各住民自治協議会単位での「健康づくり推進員（健康の駅長）」による、積極的な活
動によって、住民（特に高齢者）の健康意識は高まりつつあります。
　ただ、市民主体の健康づくりに市がどのような形で関与するかが課題であり、健康の駅長と市との関わりの整理が必
要です。

健康の駅長連絡会や各住民自治協議会単位での健康の駅長の活動内容の見直しを含めた精査を継続して行い、地
域に根ざした健康づくり活動となるよう進めていきます。

中
間
総
括

7,096

→96
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容

と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と

具体
的な
取組

市民の健康感（％）
指
標
名

指
標
の
説
明

まちづくりアンケート（子
どもからお年寄りまで、
健康でいきいきと暮らし
ている満足度の割合）

H28目標 73.0

市
民
意
識
調
査
結
果

効果検討

11

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
健康教育や健康相談などの出前講座等を通
じ、生活習慣病の予防や心身機能の維持・向
上のための必要な情報提供を行っています。
しかし、まだまだ健康意識が高いとはいえず、
今後の高齢社会の進展のなかでは、出前講
座等の情報提供の内容や手法等を見直す必
要があります。

出前講座等を効率的・有効的に行うため、住
民自治協議会や地域団体等との連携をさらに
強化して参加者の増加に取り組んでいきま
す。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1102
市民一人ひとりが健康で健やかに暮らせる環境
づくり

評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

130900
健康福祉部健康推進
課

0595-22-9653

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

協議会など地域団体等と連携を強化し、参加者数の増加をめざします。

健康寿命を延ばすため、市民一人ひとりが「自分の健康は自分でつくる」という意識が定着するように、地域や各種団体等で健康教育・健康相
談を開催することで市民の健康意識を高めます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○地域の老人クラブ、サロン、住民自治協議
会、企業などの団体からの依頼により出前講
座や各種教室を実施しました。
（実施回数250回、参加者延べ5,300人）
（各種教室開催　200回、参加者延べ2,500人）
○健康相談の実施（相談件数2,000人、電話
相談550件）
○家庭訪問による保健指導・相談（55件 延べ
160件）
○高齢者住宅入居者補助（８件）
引き続き、市内３箇所の地域包括支援セン
ターとの強い連携による健康に対する情報発
信を行い、健康づくりに対する意識強化に努
めていきます。

各地域における健康格差を縮小するために、
可能な限り地域に密着した保健業務を進めて
いくためには、保健師確保が必要と考えます。

健康寿命を延ばすため、市民一人ひとりが
「自分の健康は自分でつくる」という認識が
定着できるよう、出前講座や各種教室及び
訪問活動を充実強化が必要であると考え
ます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○地域の老人クラブ、サロン、住民自治協
議会、企業などの団体からの依頼により出
前講座や各種教室を実施しました。
（出前講座212回、参加者延べ4,372人）
（各種教室126回、参加者延べ2,987人）

○健康相談の実施（相談件数1,925人、電
話相談260件）
○家庭訪問による保健指導・相談（40件 延
べ215件）
○高齢者住宅入居者補助（7件）
引き続き、市内３箇所の地域包括支援セン
ターとの強い連携による健康に対する情報
発信を行い、健康づくりに対する意識強化
に努めていきます。

平成28年度
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(続紙)

50 50

478

29,489

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

05

02

04 2 →

238

健康手帳作成事業（補助金
分）(01-04-01-01-240-01)

健康教育事業（補助金分）
(01-04-01-01-240-51)

事業概要

01 3 10,792

1,985

(千円)

06

1,548

10,765

施策

H28
予算

保健衛生事務全般

特定健診・保健指導等の記録、その他市民の健康の保持のため
に必要な事項を記載し、自らの健康管理と適切な医療に資するた
め健康手帳を交付します。

生活習慣病の予防等に関して、正しい知識の普及により自らの健
康は自らが守るという認識と自覚を高め、健康の保持増進のため
に団体やサークル等を対象に出前講座（健康教室）を行います。

心身の健康に関する市民の個別の相談に応じ必要な指導及び助
言を行い、家庭における健康管理に資するために健康相談を実
施します。

療養上のためなど保健指導が必要な人やその家族に対し保健師
が訪問することにより、健康の問題を総合的に把握し、心身機能
の低下防止と健康の保持増進のため必要な訪問指導を行う。

高齢者が安全で安心して居住できる良質な賃貸住宅の供給を促
進するために、契約家賃と入居者の収入によって決定する入居者
負担額の差額に対して補助を行います。

市民がより健康への関心を深め健康づくり事業の推進を行うため
実践拠点となる保健センターの管理運営を行います。

45,65445,585

50

1,380

388

195

30,864

2
健康相談事業（補助金分）
(01-04-01-01-240-52)

3

1

2

27
重
点

3

事務事業名

保健衛生事務経費(01-04-
01-01-239-01)

1

28
重
点

1102 市民一人ひとりが健康で健やかに暮らせる環境づくり

26
重
点

コスト
の方
向

→

03 1 →

427

1,418

07

→
訪問指導事業（補助金分）
(01-04-01-01-240-54)

高齢者向け優良賃貸住宅供
給促進事業(01-08-05-01-
389-51)

保健センター管理経費(01-
04-01-01-246-01)

169

→1,591

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

まちづくりアンケートでは、高齢者の８割近い方が「健康でいきいきと暮らしている」と感じている一方、地域ごとにばらつ
きある傾向が窺える。生活習慣病の予防や健康づくりに対する意識が向上してきたと思われる。ただ、地域間格差が生
じているところから、健康に関する情報提供や保健指導等の強化を行うとともに、各地区における健康の駅長による活
動の把握と整理が必要と考える。

住民主体による健康づくり活動の強化と、それに必要な情報提供（出前講座、健康教室、訪問相談等）を積極的に行う
ことにより、「自分の健康は自分でつくる」という意識をより向上させることが、健康寿命を延ばすことに繋がるものと考
える。

中
間
総
括

1,591

→30,889

43,909

→10,791
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

要精密検査で早期に
胃がんが発見された人
の割合（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

市主体で実施したがん
検診結果による割合

H28目標 6.0

市
民
意
識
調
査
結
果

重点化

11

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
生活習慣病の予防のため、定期的な検診が
受けられるよう、費用の一部または全額の公
費負担や受診勧奨を行うなどの環境づくりを
行いました。今後とも疾病の早期発見、早期
治療のために受診率の向上を図っていく必要
があります。

検診の受診率を高めるため、その目的や効
果、必要性について、出前講座やあらゆる情
報媒体を活用し、積極的な情報提供や勧奨を
行って受診機会の拡大を図ります。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1103 疾病の早期発見・早期治療につなげる体制づくり 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

130900
健康福祉部健康推進
課

0595-22-9653

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

の目的、効果、必要性について出前講座、健康相談、広報、ケーブルテレビでの放映等さまざまな手法で受診勧奨を積極的に行います。

健（検）診のその目的、効果、必要性を市民に周知・啓発を行っていくとともに受診機会の拡大を図ります。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○簡易人間ドック（483人）、脳ドック（329人）
○がん検診（胃がん1,269人、前立腺がん826
人、子宮がん1,401人、大腸がん1,897人、乳
がん1,483人、肺がん5,341人）
○ピロリ菌感染検査（検査数701人、除菌者数
282人）
○各種がん検診の受診者数は、昨年度より約
100名増加しているものの、県内では受診率
は低位にあるため、出前講座などを積極的に
行うなど、受診勧奨に努める必要があります。

出前講座を中心に積極的な情報提供を行って
いきます。

各種がん検診の受診勧奨を行う必要性が
高く、より積極的な情報提供等による受診
機会や受診環境の整備を図る必要があり
ます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○簡易人間ドック（556人）、脳ドック（328
人）

○がん検診（胃がん1,232人、前立腺がん
847人、子宮がん1,852人、大腸がん3,058
人、乳がん2,277人、肺がん4,961人）
○ピロリ菌感染検査（検査数715人、除菌
者数287人）
○各種がん検診の受診者数は、昨年度よ
り16.5％の約2,000名が増加しており、各種
検診ごとの受診者が増加しているものの、
県内での受診率は未だ低位にあるため、
引続き出前講座など工夫をこらした受診勧
奨を行っていきます。

平成28年度
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(続紙)

32,097 31,687

74,758

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02

04 →

保健衛生普及費(02-08-02-
01-498-01)

健康診査事業（補助金分）
(01-04-01-01-240-53)

事業概要

01 2 470

(千円)

1,632

10,801

施策

H28
予算

ピロリ菌感染の有無を検査し、保菌者のピロリ菌を除菌することで
胃がんの発生を抑え、市民の健康保持・胃がん予防を推進しま
す。

人間ドック・脳ドック、医療費通知等に係る経費

健康増進法に基づき、生活保護世帯者の健康診査、国民健康保
険被保険者の保健指導及び肝炎ウイルス検診を行います。

集団・個別がん検診を実施します無料クーポン券（子宮頸がん20
歳、乳がん４０歳）を発行し受診勧奨を行うなどがんの早期発見と
健康の保持増進のための事業を実施します。

105,702118,212

34,159

1,781

69,2921
検診事業(01-04-01-01-
240-57)

3

2

1

27
重
点

事務事業名

保健事業（市単分）(01-04-
01-01-240-55)

2

28
重
点

1103 疾病の早期発見・早期治療につなげる体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

1 →

03 →

67,661

1,513

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

疾病予防のため、定期的な健（検）診を受けられる環境整備を図ってきた結果、昨年度と比較して受診者が大幅に増加
したことは、ひとつの成果だと考える。

引続き、定期的な検（健）診が疾病予防や早期発見に繋がることを、出前講座や健康相談等、さまざまな手法を活用し
て受診勧奨を積極的に行っていきます。

中
間
総
括

111,662

↓9,725
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

う歯のない児の割合
（12歳児）（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

永久歯でう歯のない児
の割合

H28目標 50.0

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

11

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
歯の健康については、幼児期から高齢期まで
歯科検診を継続的に行えるよう、費用の一部
または全額を公費負担して、検診機会の拡大
に取り組んでいます。今後とも、「歯と口腔の
健康づくり」について、継続的な市民啓発が必
要です。

受診率の向上を図るため、「歯が健康である」
ことの大切さを啓発し、あらゆる機会を通じて
受診勧奨して歯の健康が全身の健康につな
がる「歯と口腔の健康づくり」に取り組みます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1104 歯の健康づくりを推進するための体制づくり 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

130900
健康福祉部健康推進
課

0595-22-9653

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

歯の健康について、幼児期から高齢期まで歯科健（検）診を継続的に取り組むため健（検）診費用の一部または全額を公費負担することで健
（検）診機会の拡大を図るとともに、関係団体と連携し、「歯が健康である」ことの大切さを市民に啓発します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○要介護状態など通院での歯科受診が出来
ない方に訪問検診を実施しました。（訪問歯科
検診　7名）
○出前講座を活用した「歯と口腔の健康づく
り」について啓発を行いました。
○引き続き、医療や介護との連携・協議を行
い、効率で有効な市民啓発に努めていきま
す。

積極的に出前講座を行い、歯の大切さを啓発
し受診勧奨していきます。

健康寿命の延伸に寄与する「歯と口腔の健
康づくり」について、幼児期から高齢期まで
すべての世代を通じ、出前講座や広報等を
活用した継続的な取組が必要と考えます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○要介護状態など通院での歯科受診が出
来ない方に訪問検診を実施しました。（訪
問歯科検診　7名）
○出前講座を活用した「歯と口腔の健康づ
くり」について啓発を行いました。（出前講
座等12回）
○成人歯科健診（231名）
○歯周疾患検診（285名）
○引き続き、医療や介護との連携・協議を
行い、効率で有効な市民啓発に努めていき
ます。

平成28年度

0%

10%

20%

30%

40%

50%

40% 50% 60% 70% 80% 90%

満
足
度 

必要度 

H26

H27

H28
0%

20%

40%

60%

80%

100%

H25H26H27H28

目標 

実績 
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(続紙)

415 327

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02
在宅要介護者歯科保健推進
事業(01-04-01-01-917-52)

歯科保健事業(01-04-01-
01-917-51)

事業概要

01 1

(千円)

2,455

0

施策

H28
予算

事業を見直し、平成27年度から在宅要介護者歯科保健推進事業
(01-04-01-01-917-52)に

訪問による歯科健康診査を実施し、歯科診療につなげることによ
り通院困難な在宅要介護者の口腔衛生の改善を図るため、全額
公費負担で在宅要介護者歯科保健事業を実施します。

歯科保健に係る経費　・親と子のよい歯のコンクール事業　・いい
歯の８０２０表彰　・歯周疾患検診（40,50,60,70歳）　・成人歯科健
診（20歳以上）・妊婦歯科検診費用助成事業

2,8602,870

365

2,495

2

1

27
重
点

事務事業名

在宅要介護者歯科保健推進
事業(01-04-01-01-243-51)

2

1

28
重
点

1104 歯の健康づくりを推進するための体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

→

03 →2,252

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

歯科医師会の協力のもと、検診の目的や効果、必要性について、市民に啓発を行い、少しづつであるが受診者数の伸
びがみられる。

引続き、定期的な歯周疾患検診などを受診することを積極的に市民に勧奨し、全身の健康につながる「歯と口腔の健
康づくり」の推進に取り組んでいきます。

中
間
総
括

2,579

0
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容

と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と

具体
的な
取組

インフルエンザと診断さ
れた人数

指
標
名

指
標
の
説
明

市内医療機関（８箇所）
の定点観測

H28目標 1,400

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

11

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
「新型インフルエンザ等対策特別措置法」制
定により、「伊賀市新型インフルエンザ等対策
行動計画」を策定しました。感染症を最小限に
とどめるための体制の整備が必要です。ま
た、食中毒の予防や対処方法の普及・啓発や
あらゆる感染症に対して迅速な情報提供が必
要です。

伊賀保健所や医師会等の関係機関と連携し、
感染症の特性や予防等の周知を図りながら、
情報や必要なサービスがスムーズに提供でき
る体制を整えます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1105 感染症に関する情報提供と体制づくり 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

130900
健康福祉部健康推進
課

0595-22-9653

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

とるべき行動等について周知啓発を行います。

社会的に影響を及ぼす感染症に対して、関係機関と連携し、感染症の特性や予防等の周知を図りながら、情報や必要なサービスがスムーズ
に提供できる体制を整えます。
また、平常時から感染症の予防や対応方法についての啓発を行い、市民の危機管理意識の向上に努めます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○新型インフルエンザ用薬品の購入
○災害時用感染対策用品の購入
○予防接種法に基づく予防接種の実施
・１歳6ヶ月・3歳児健診
・4種混合、BCG、MR
・高齢者インフルエンザ（60.1％）
・高齢者肺炎球菌（41.3％）
・乳幼児インフルエンザ（61.2％）

毎年のように法律改正があるなか、迅速な情
報収集と市民への周知・勧奨することが重要
と考えます。引き続き、必要な情報がスムーズ
に提供できるようあらゆる情報媒体を活用して
進めていきます。

感染症予防には迅速な情報収集と市民へ
の周知・勧奨することが重要と考えます。
引き続き、必要な情報がスムーズに提供で
きるようあらゆる情報媒体を活用して進め
ていきます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○新型インフルエンザ用薬品の購入（なし）
　・国のガイドラインにおける国民の45％に
相当する量を目標として、国・県で均等に
備蓄しています。
○災害時用感染対策用品の購入（なし）
○予防接種法に基づく予防接種の実施
・4種混合（2,643人）、BCG（683人）、MR
（1,263人）など
・高齢者インフルエンザ（59.2％ 17,197人）
・高齢者肺炎球菌（40.4％ 2,564人）
・乳幼児インフルエンザ（67.8％ 5,337人）

平成28年度
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(続紙)

251,547 229,515

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02
予防接種業務経費(01-04-
01-02-253-51)

事業概要

01 1 4,976

(千円)

4,699

施策

H28
予算

結核の早期発見、早期治療に繋げるため、結核検診車で各地域
を巡回し、胸部レントゲン撮影を実施します。

感染拡大の恐れがある疾病の発生及びまん延の予防や重症化
防止、個人の健康保持増進を図るため、予防接種費用の一部ま
たは全額を公費負担で実施します。

264,333256,249

259,357

2

1

27
重
点

2

事務事業名

感染症予防業務経費(01-
04-01-02-253-01)

1

28
重
点

1105 感染症に関する情報提供と体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

2 ↑

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

感染拡大の恐れがある疾病の発生及びまん延の予防や重症化防止、個人の健康保持増進を図るため、予防接種費
用の一部または全額を公費負担で行っています。今後も、関係機関と連携し、感染症の特性や予防等の周知を図りな
がら、情報や必要なサービスがスムーズに提供できる環境を整えていきます。

新型インフルエンザ等の対策については、本市が策定した「伊賀市新型インフルエンザ等対策行動計画」をもとに、感
染拡大を最小限にとどめるための体制の整備を徹底していきます。
また、その他感染症予防接種の充実を図るため、定期接種（国補助）にない予防接種を新たに取り組んでいきます。

中
間
総
括

234,214

→4,702
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容

と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と

具体
的な
取組

夜間・休日における二
次救急実施病院受入
率（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

夜間・休日における二次
救急実施病院により受
入られた割合

H28目標 98.0

市
民
意
識
調
査
結
果

重点化

11

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
伊賀地域の二次救急体制の確保のため、伊
賀市と名張市の公立病院、岡波病院、行政で
組織する会議を定期的に開催し、二次救急の
実施体制の確認と検証を行い、二次救急の充
実を図っています。また、応急診療所（一次救
急）については、伊賀医師会の協力のもと、二
次救急病院の軽減を図っています。しかし、医
師不足により３病院での救急医療体制であり
ますが、市民が望んでいる体制とはいえませ
ん。

医師・看護師の確保が最重要課題です。市民
にとってどのような医療提供体制が望まれて
いるかを明確にして、医療再生に必要な方策
を見出す必要があります。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1106 地域医療の充実 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

131000
健康福祉部医療福祉
政策課

0595-22-9705

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

供体制の確保と充実を図ります。

夜間・休日における比較的軽症の人を対象とした応急診療所の運営を、医師会の協力のもとで行うとともに、二次救急医療体制の確保に努め
ます。
上野総合市民病院については、安心かつ質の高い医療の提供をめざし、引き続き、医師や看護師など、医療職の確保を進め、二次救急医療
体制を含む診療体制を充実させます。
さらに、伊賀地域において入院を必要とするがん患者のうち、５割以上の人が地域外の病院に入院している状況を踏まえ、可能な限り医療が
完結できるよう、がんセンターを設置し、化学療法、栄養サポートを行うとともに、在宅医療を進め、がん総合診療を充実させます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○平成27年1月16日に「伊賀地域の医療のあ
り方に関する懇話会」を開催し、次の2点を確
認しました。
・救急医療体制の充実・強化を図るため、３病
院の特徴を活かしつつ一層の連携を行いま
す。
・経営統合は将来的な課題とし、当面は病院
間の連携体制の構築を図ります。
・参加者（三重大学、三重県、伊賀市、名張
市、岡波総合病院、名張市立病院、上野総合
市民病院、伊賀・名賀医師会、伊賀の地域医
療を守る会）
・2月25日に上野総合市民病院と岡波総合病
院の機能分化・連携に必要な協議について、
事務部門による会合を実施しました。
○二次救急については、伊賀市、名張市、３
病院における意見交換会と救急当番日の確
認を実施しました。
（5月14日、8月6日、11月5日、2月4日）
○医療体制の再構築に向けた基礎調査を実
施しました。

伊賀市の医療提供体制を再構築するため、平
成27年度に三重県が策定される「地域医療ビ
ジョン」の動向を注視しつつ、上野総合市民病
院と岡波総合病院の機能分化・連携に関する
協議を行っていきます。

伊賀市の医療提供体制を再構築するた
め、三重県が策定される「地域医療構想」
の動向を注視しつつ、上野総合市民病院と
岡波総合病院の機能分化・連携に関する
協議を行っていきます。
　また、公立病院改革ブラン（上野総合市
民病院）については、プラン策定に必要な
体制や内容等を関係機関の意見を求めな
がら、市民が望む公立病院のあり方を検討
していきます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○三重県が策定する「地域医療構想」にお
ける「伊賀地域医療構想調整会議」に参画
しました。（7/15、10/16、12/1、2/16開催）
今後は、4月に三重県との意見交換会、5月
に調整会議が予定されており、平成28年度
中に策定される予定です。
○公立病院改革プラン策定（事務担当者
協議 8回）
○二次救急については、伊賀市、名張市、
３病院における意見交換会と救急当番日
の確認を実施しました。（5/13、8/5、11/4、
2/3）
○保健・福祉・医療の連携検討会開催
　・検討会（4回）
　・事例検討会（5回）
　・意見交換会（1回）

平成28年度
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(続紙)

80,175 79,266

38,430

1,691

46,702

2,121

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

05

02

04 →

1,526

応急診療所管理運営事業
(01-04-01-01-242-52)

地域医療体制再生事業(01-
04-01-01-242-54)

事業概要

01 2 58,695

112

(千円)

06

628

56,589

施策

H28
予算

一次救急・二次救急の役割分担を明確にし、二次救急医療実施
病院の業務軽減を図るとともに、二次救急医療体制の充実を行
い、長期的な医療体制を構築します。

伊賀市応急診療所の管理・運営経費

伊賀地域の医療資源の動向、医療体制のあり方等を含めた伊賀
市の地域医療体制を再構築するための経費

国民健康保険直営診療所の運営に係る管理経費

国民健康保険直営診療所の医療用機械器具に係る修繕、保守点
検、借上経費

国民健康保険直営診療所の医療用消耗器材経費

国民健康保険直営診療所の医薬品衛生材料経費

国民健康保険直営診療所の臨床検査、X線被爆検査、廃棄物処
理経費

250,913232,489

79,936

345

39,670

1,997

67,000

3,158

一般管理費(03-01-01-01-
465-01)

1

2

3

27
重
点

2

事務事業名

救急医療事業(01-04-01-
01-242-51)

3

1

28
重
点

1106 地域医療の充実

26
重
点

コスト
の方
向

3 →

03 1 ↓

37,117

233

07

08

→
医療用機械器具費(03-02-
01-01-505-01)

医療用消耗器材費(03-02-
01-02-506-01)

医薬品衛生材料費(03-02-
01-03-507-01)

医業諸費(03-02-01-04-
508-01)

1,251

→131

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

大きな課題である「医師不足」では、上野総合市民病院においては3年前の15人から21人体制となった。特に内科医不
足も少しづつであるが確保し、改善の方向に向かっています。
　また、市民の安全・安心を確保するため、「保健・福祉・医療の連携検討会」を定期的に開催し、伊賀医師会、歯科医
師会、薬剤師会、福祉関係者等により、在宅医療を進めために必要な意見交換や事例検討会を行い、課題等を共有し
ながら顔の見える意見交換ができました。引続き検討会の成果をだすことを意識して継続して取り組んでいきます。

すべての年代の市民が「医療」の課題を最重要視しており、率先して取り組むべきと考えている人は約80％にも及んで
います。市民が望む医療体制を大きな目標とし、二次救急（３輪番制）も含む医療体制の見直しの時期でもあることか
ら、時代のニーズや市民ニーズ、疾病状況を的確に把握し、伊賀地域医療構想を踏まえた、伊賀市にふさわしい医療
について、医師会等の関係機関と連携しながら進めていきます。

中
間
総
括

→

102

→52,378

222,951

→57,100
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容

と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と

具体
的な
取組

登録者数
指
標
名

指
標
の
説
明

制度による登録者数の
推移

H28目標 520

市
民
意
識
調
査
結
果

重点化

11

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
障がい者（児）や子ども、一人親家庭等が安
心して医療が受けられるよう、医療費助成（県
制度、市単独）の充実を図ります。引き続き、
経済的な理由により医療機関への受診が抑
制され重症化したり手遅れを防ぐため、「安心
して医療が受けられるよう」医療費助成制度
が必要です。

社会情勢の変化に伴い、子どもや障がいのあ
る人等への福祉医療費助成制度の推進が必
要です。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1107 福祉医療費助成制度の充実 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

130600
健康福祉部保険年金
課

0595-22-9659

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

手遅れを防ぐことを目的として「安心して医療が受けられるよう」医療費助成を行います。

障がい者（児）や子ども（乳幼児）、一人親家庭等が、安心して医療が受けられるよう制度を充実します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○医療費助成
・県制度助成（障がい者、一人親家庭、子ど
も）
　助成件数 185,640件（目標 178,300件）7,340
件増
・市単独制度（障がい者、子ども）
　助成件数　10,078件（目標 8,025人）2,053件
増
○養育医療費助成
・未熟児養育医療給付 42件（目標 40件）2件
増

医療費助成については、対象者の拡大や窓
口無料化に対する要望もあり、県制度として
県内統一した制度となるよう引き続き強く要望
しつつ、特に、子ども医療費については、中学
校までを助成の対象とすることについて検討・
調整が必要です。

医療助成については、窓口無料化に対す
る要望もあることから、県制度として統一し
た制度となるよう、県に対して要望を行いつ
つ、市内医療機関に受診した場合に、窓口
無料化が可能となるよう、関係機関と協議
を行う必要があると考えます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○医療費助成
・県制度助成（障がい者、一人親家庭、子
ども）
　助成件数 187,108件（目標189,540件）
2,432件減
・市単独制度（障がい者、子ども）
　助成件数　16,982件（目標9,952人）7,030
件増
○養育医療費助成
・未熟児養育医療給付 34件（目標 40件）6
件減
○子ども医療費助成については、平成26
年9月から小学校卒業までの通院・入院
（県補助）に加え、中学校卒業までの入院
に対する医療費助成（市単独）を実施して
きたが、平成27年9月からは中学校卒業ま
での通院（市単独）も拡大して助成を行い
ました。
・通院助成（　98,716件）
・入院助成（　　　858件）

平成28年度
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(続紙)

41,795 38,371

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02
医療費助成経費（単独分）
(01-03-01-05-201-52)

事業概要

01 2 474,418

(千円)

460,282

施策

H28
予算

障がい者、一人親家庭等、子どもの各福祉医療受給資格の申
請、変更手続き及び医療費助成の申請、給付業務。平成２６年度
から福祉医療費共同処理事業を実施している。

福祉医療費助成事業（市単）障がい者及び重度障がい者の医療
費の助成。

511,484507,605

37,066

2

1

27
重
点

2

事務事業名

医療費助成経費(01-03-01-
05-201-51)

1

28
重
点

1107 福祉医療費助成制度の充実

26
重
点

コスト
の方
向

1 ↑

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

医療費助成については、これまで県補助対象に加え、市単独補助として障がい者医療では、療育手帳Ｂ、精神障害者
保健福祉手帳1・2級に対し助成を行ってきました。子ども医療費では平成26年9月から、小学校卒業までの入・通院（県
補助）に加え、中学校卒業（市単独）までの入院費助成を行い、更には平成27年9月からは、中学校卒業まの通院費助
成（市単独）の拡大を図りました。

障がい者（児）や子ども、一人親家庭等が安心して適切な医療が受けられるよう、医療費の負担が大きい人へ、医療費
助成の充実を図るとともに、窓口無料化に向けた取組みが必要と考えるため、市内医療機関等との協議を行っていき
ます。

中
間
総
括

498,653

↓465,810

41



成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

地域ケア会議等開催
回数（回）

指
標
名

指
標
の
説
明

支援関係者による個別
ケア会議開催数

H28目標 36

市
民
意
識
調
査
結
果

重点化

12

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
子ども、高齢者、障がいのある人等が住みな
れた地域で安心して生活ができるよう、身近な
ところで専門職が迅速かつ適切な相談支援を
行う福祉総合相談支援を充実していきます。
今後は、顔の見える相談支援となるようなしく
みづくりが必要です。

関係機関との連携のもと、市民にとってわかり
やすい相談支援体制へと整備していきます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1201
官民協働による、新たな福祉の総合相談支援を
行う体制づくり

評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
子ども・高齢者・障がい者などへの見守りと支え
が十分なまちづくり

131100
健康福祉部福祉相談
調整課

0595-22-9668

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

民にとって分かりやすく、身近なところで相談支援ができる体制を新たに整えます。

すべての市民にとって、わかりやすく、より身近で、適切な支援につながる相談窓口となるよう、社会福祉協議会、社会福祉法人など、関係支援
者の連携を強化した体制を整え、相談支援機能を充実します。
また、生活保護に至る前の段階で、生活困窮者が早期に困窮状態から脱却できるよう、多様な就労機会を提供できるしくみを構築するととも
に、自立に向けた相談や就労に向けた生活訓練等の支援体制を整えます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○平成26年4月に地域包括支援センターのサ
テライト（東部　サテライト、南部サテライト）を
新たに設置しました。
○設置したことにより、より身近な場所で相談
支援を行えるようになり、従前より業務が効果
的かつ効率的に行いました。
○主な取組として、
①相談事案調整会議開催（53回）
②高齢者及び障がい者虐待検討委員会開催
（53回）
③地域ケア会議開催
　・随時（19回）、定期（31回）、担当者会議（10
回）
④その他
　・地域ケア会議研修会（３回）
　・健康福祉部事例検討会（20回）
　・健康福祉部内研修会及び視察（4回）

新たな福祉総合相談体制の中で、一定の成
果は得られているものの、市民目線から言え
ば分かりにくい点もあることから、次年度にお
いては、定期的な検証を行い、改善すべき点
は見直していきます。

平成26年４月から実施した福祉総合相談
体制は２年が経過している。平成27年度か
ら総合相談体制の検証をはじめ、平成28
年度には本格的な見直し作業に入ります。
　福祉総合相談体制における調整機能で
ある福祉相談調整課については、平成28
年度からの健康福祉部内の組織編制（こど
も家庭課廃止、こども未来課と保育幼稚園
課新設）に伴い見直しが必要となってきまし
た。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
①相談事案調整会議開催（47回）
②高齢者及び障がい者虐待検討委員会開
催（144回）
③地域ケア会議開催
　・随時（11回）、定期（18回）、担当者会議
（6回）
④その他
　・地域ケア会議研修会（0回）
　・健康福祉部事例検討会（16回）
　・健康福祉部内研修会（3回）
　
　残された課題としては、社会福祉法人・事
業者、社会福祉協議会、行政がそれぞれ
の役割を果たす中で、必要な情報を共有し
連携していく仕組みを具体化していかなけ
ればなりません。

平成28年度
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(続紙)

22,989 21,762

0

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02

04 2

総合相談事業費(09-03-02-
02-577-01)

権利擁護事業費(09-03-02-
03-578-01)

事業概要

01 3 5,147

(千円)

10,372

6,392

施策

H28
予算

複合的な相談内容の総合調整

６５歳以上の高齢者の生活に関するあらゆる相談に対応する。ま
た、障がい者・こどもに関する相談の一次窓口にもなっている。地
域における高齢者等を支えるネットワークを構築する。

消費者トラブルや虐待など、高齢者の権利を侵害する事案に対応
し、高齢者の権利擁護を図る事業を実施する。

生活困窮者自立促進支援モデル事業、生活困窮者自立支援制度
施行円滑化特別対策事業を実施する。(平成27年度から生活困窮
者自立支援事業(01-03-01-01-916-51)に移行）

39,15340,141

23,062

10,944

社会福祉一般事務経費(01-
03-01-01-183-01)

2

1

3

27
重
点

2

事務事業名

福祉総合相談支援事業(01-
03-01-01-183-02、09-03-
02-04-579-02)

1

3

28
重
点

1201 官民協働による、新たな福祉の総合相談支援を行う体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

1 →

03 →

0

10,254

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

福祉総合相談体制により、市内３箇所の地域包括支援センター（相談一次窓口）を設置後、市民に分かりやすく、すべ
ての相談に応じ、多岐にわたる課題にたいする支援がスムーズに行えるようになりました。課題は支援を行うための調
整機能が充分であったのかは、３年目を迎える平成28年度に検証し、必要に応じた見直しを行いたい。

福祉総合相談体制の検証と見直しを行い、より利用しやすい体制づくりに努めていきます。

中
間
総
括

38,408

→6,780
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

児童虐待の進行管理
の終結人数(人）

指
標
名

指
標
の
説
明

虐待の相談事業で、支
援後解決につながった
人数

H28目標 35

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

12

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
家庭児童相談員や女性相談員により、児童虐
待やＤＶも、その内容が複雑化し多様な対応
の中で支援を行っています。今後は、通報、相
談、保護、自立支援等への体制を強化する必
要があります。

関係機関とのネットワーク強化や情報共有を
行いながら支援体制の強化を図っていきま
す。また、研修や講演会を通じて、市民意識
の向上を図っていきます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1202
児童虐待、障がい者虐待及びＤＶ被害等による
関係機関との支援体制づくり

評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
子ども・高齢者・障がい者などへの見守りと支え
が十分なまちづくり

131200
健康福祉部こども未来
課

0595-22-9677

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

を図っていきます。

相談者に合った支援を行うため、時には生命にかかわるケースもあることから、必要な情報と的確な判断力により、各相談員が対応します。ま
た、関係機関との密接な情報共有ができる体制を構築していきます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○家庭児童相談員の設置（２名　継続）
○女性相談員の設置（1名　継続）
○家庭児童相談
　・児童虐待通告（102件）
　・児童相談受付（170件）
　・児童相談対応（1482件）
　・家庭訪問（177件）
　・児童相談所送致（４件　7名）
○女性相談
　・女性相談（439件）
　・DV相談（21件）
　・一時保護（８名）
○伊賀市要保護児童及びDV対策地域協議会
開催（1回）
○啓発活動（市広報掲載、CATV放送、リーフ
レット配布）

児童虐待は育児放棄など年々増加傾向にあ
ります。そのための相談・支援の充実はもちろ
んのこと、関係機関との連携などによる支援
体制の強化を図っていきます。

　平成27年度は児童虐待通告件数が過去
最大となり著しく増加しました。これはＤＶ被
害に合わせて子どもが虐待に遭っているな
ど、特に心理的虐待が増加しています。
　悲惨な児童虐待がひとつでもなくなるよう
に、通告が支援の始まりであることを更に
周知していき、早期発見早期対応を徹底し
ていきます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○家庭児童相談員の設置（２名　継続）
○女性相談員の設置（1名　継続）
○家庭児童相談
　・児童虐待通告（148件）
　・児童相談受付（379件）
　・児童相談対応（2,086件）
　・家庭訪問（238件）
　・児童相談所送致（1件　1名）
○女性相談
　・女性相談（450件）
　・DV相談（31件）
　・一時保護（2名）
○伊賀市要保護児童及びDV対策地域協
議会開催（1回）
　・実務者会議（3回）
　・ケース検討会議（30回）
○啓発活動（市広報掲載、CATV放送、リー
フレット配布）

平成28年度
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(続紙)

351 270

4,186

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02

04 →

子育て支援対策事業(01-
03-04-01-218-01)

児童福祉一般経費(01-03-
04-01-216-01)

事業概要

01 2 2,434

(千円)

0

2,326

施策

H28
予算

伊賀市女性相談員設置に関する規定に基づき女性相談員１名を
配置し、離婚問題の解決やDV被害者への支援などに対応しま
す。

伊賀市要保護児童及びDV対策地域協議会を開催し、協議会構成
員が相互に連携を取りながら、要保護・要支援児童、特定妊産婦
及びDV被害者に支援できる体制を整えます。

事業を見直し、平成27年度から家庭児童相談事業(01-03-04-01-
216-53)に

伊賀市家庭児童相談室設置要綱に基づき、家庭における適正な
児童教育・福祉向上や児童虐待防止に対する家庭児童相談員２
名を配置し、要保護児童を適切に支援します。

6,9676,964

313

4,2201
家庭児童相談事業(01-03-
04-01-216-53)

2

3

1

27
重
点

2

事務事業名

女性相談事業(01-03-04-
01-216-51)

3

28
重
点

1202 児童虐待、障がい者虐待及びＤＶ被害等による関係機関との支援体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

3 →

03 1

3,999

0

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

子どもや障がい者に対する虐待が増加傾向にある。原因は子育てや介護疲れによるストレスが大きな要因と考えるた
め、家庭児童相談員や女性相談員が適切な相談対応と支援を行うため、より一層の関係機関との連携を図ってきまし
た。
　虐待を防止するためには、市民啓発はもちろん、子育て支援の充実を図り、育児負担の軽減されるサービス提供が
必要と考えます。

虐待に至るまでに、子育てや介護に対する支援を確立し、家族とともに支援できる体制づくりを検討して必要がありま
す。

中
間
総
括

6,595

→2,427
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

保護者からの(との)相
談件数(件）

指
標
名

指
標
の
説
明

保育所（園）・幼稚園・小
中学校への訪問回数の
増加に伴う保護者から
の（との）相談状況

H28目標 400

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

12

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
保育所（園）、幼稚園、小中学校への訪問を行
い、「気になる」子どもを早期に見つけ、その
子どもに合った発達支援を行っています。乳
幼児期から学齢期、青年期までの途切れない
支援サポートの強化が必要です。

途切れない支援のため、福祉、教育分野での
双方の情報の共有が必要不可欠です。また、
療育センター機能の整備を行い、市民ニーズ
に応えていきます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1203
乳幼児期から学齢期、青年期まで途切れのない
支援を行う体制づくり

評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
子ども・高齢者・障がい者などへの見守りと支え
が十分なまちづくり

131200
健康福祉部こども未来
課

0595-22-9677

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

保護者と支援者が子どもの発達についてともに考え、必要に応じて関係機関との連携を図りながら、「気になる」ことの原因を早期に見つけ、そ
の子どもに合った発達を支援します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○保育所（園）、幼稚園、小中学校への巡回
訪問（424回）
○関係機関との連絡調整
○ケース会議（29回）
○保護者、関係者との面接相談
　（来所61件、訪問239件　合計300回）
○学校等における職員研修等への協力（21
回）
○子ども発達支援センターの配置について
は、総合相談体制や療育センター機能・整
備、更には新庁舎整備に大きく関係すること
から、当面は「療育センター機能・設置」に向
けた検討を中心に行います。

療育センター設置について、医療部門も含
め、平成27年度中には一定の方向性を出して
いきます。

発達外来の設置に向け、必要な医療資源
の確保できるよう、引き続き取り組みます。
言語聴覚士や臨床心理士等専門職によ
り、障がい児童や支援が必要な児童及び
保護者への支援体制を充実していきます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○保育所（園）、幼稚園、小中学校への巡
回訪問（459回）
○関係機関との連絡調整
○ケース会議（34回）
○保護者、関係者との面接相談
　（来所30件、訪問256件　合計286回）
○学校等における職員研修等への協力
（26回）
○伊賀市完結の「療育」を目指し、平成24
年度から庁内プロジェクトの「療育のあり方
検討会」を設置し、伊賀市の資源を活用し
た療育機能について検討を行ってきまし
た。
　平成27年度には保育・医療における医療
部分を検討し、発達障がいを診断・診療で
きる医療資源の確保を進めています。

平成28年度
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(続紙)

834 695

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02
５歳児発達相談事業(01-
03-04-01-220-52)

事業概要

01 1 6,807

(千円)

4,494

施策

H28
予算

子どもの成長発達に不安や悩みを抱えている保護者等の相談に
応じ、関係機関と連携をとりながら、その子どもの発達特性に応じ
た途切れない支援が受けられるようサポートします。

現行の乳幼児健診では明らかにされなかった社会性の発達の問
題や軽度の発達上の問題を明らかにします。また保護者が子ども
の発達特性を正しく理解し就学支援につなげます。

8,8075,512

2,000

1

2

27
重
点

1

事務事業名

発達支援センター運営事業
(01-03-04-01-220-51)

2

28
重
点

1203 乳幼児期から学齢期、青年期まで途切れのない支援を行う体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

→

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

乳幼児期から途切れのない支援を行うため、平成26年度から5歳児発達相談事業を実施しました。これは、年中児を対
象として集団場面の観察や乳幼児健診で明らかにされなかった子どもの発達特性や、社会性の発達の問題を明らかに
するもので、市内19園をモデル的に実施しました。
　療育センター機能の検討については、次年度も引続き行っていきます。

5歳児発達相談については、平成28年度から市内全園（32園）を対象に実施を計画している。これにより「気になる」子
どもを早期に見つけ、子どもに合った発達支援を行います。そのためには「発達外来」の必要性が高くなり、平成28年度
中に一定の方向を打ち出していきたいと考えています。

中
間
総
括

5,189

→4,678
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

介護サービス利用率
（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

65歳以上の第1号被保
険者のうち要介護認定
を受け介護サービスを
利用する者の割合

H28目標 18.0

市
民
意
識
調
査
結
果

重点化

12

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
地域で安心して暮らせるための様々な取り組
みが、スムーズに行えるように、医療、介護、
予防、住宅などの生活支援が日常生活の場
で一体的に提供することができるしくみ（地域
包括ケアシステム）の構築に取り組んでいま
す。そのためには、保健、医療、福祉分野の
連携・強化が必要です。

今後、介護や医療に対するニーズの増加が
見込まれることから、在宅介護、在宅医療を
中心に、その支援のしくみづくりが必要です。
その一環として、医師や専門職で構成する
「保健・医療・福祉分野の連携検討会」を毎月
開催し、在宅支援に必要な連携のあり方につ
いて、事例検討や講演会を行いながら議論し
ています。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1204
医療・介護サービスが一体的に提供できる体制
づくり

評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
子ども・高齢者・障がい者などへの見守りと支え
が十分なまちづくり

130500
健康福祉部介護高齢
福祉課

0595-22-9634

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

宅などの生活支援が日常生活の場で一体的に提供することができるしくみ（地域包括ケアシステム）の構築をめざします。

高齢者の在宅生活を支え、家族介護者の負担を軽減することで、高齢者虐待等を防止するため、必要な生活支援サービスや医療・介護サービ
スを充実するとともに、地域のなかで切れ目なく継続的に提供できるネットワークづくりを推進します。
また、高齢者に対する運動機能の向上、栄養改善、口腔機能の向上、認知症等の予防に関する知識を深めるための啓発を進めるとともに、地
域における予防活動等の担い手育成を行いながら、見守り支え合う体制づくりを促進します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○保健・医療・福祉の連携会議（連携会議6
回、事例検討会議3回）を実施し、連携会議の
メンバー以外の参加も求め、在宅医療や在宅
介護に対する現状課題の共有を図った。個別
事例研修を通じ、多職種による解決策に対す
る議論を行いました。
○地域包括ケアシステムのイメージ図につい
ては、市民目線でのイメージ図に改善しまし
た。
○介護保険制度の改正や2025年問題を見据
えた「第4次高齢者福祉計画・第6期介護保険
事業計画」を作成しました。要支援１・２に対す
る支援については、平成28年度末までに、支
援のしくみ構築します。
○認知症初期集中支援チームについては、準
備段階を経て平成27年9月頃立上げを行いま
す。

○地域包括ケアシステム構築には、「保健・医
療・福祉の連携」が必要なことから、引き続き、
議論を重ね、市民に分かりやすい支援のしく
みが動き出せるよう取り組んでいきます。

○地域包括ケアシステム構築には、「保
健・医療・福祉の連携」が必要なことから、
引き続き、議論を重ね、市民に分かりやす
い支援のしくみが動き出せるよう取り組ん
でいきます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○保健・医療・福祉の連携会議4回と事例
検討会議5回を実施し、連携会議以外のメ
ンバーも参加し、在宅医療や在宅介護の現
状･課題を共有した。個別事例研修を通じ、
多職種で解決策を議論した。
○市が目指す地域包括ケアシステムを、第
3次地域福祉計画で「みんなが活躍できる
地域のしくみづくりをめざします」として、そ
のイメージ図と合わせて位置づけた。
○介護予防・日常生活支援総合事業（新し
い総合事業）は、平成28年10月に段階的に
開始できるよう、運営基準等の検討を行っ
ている。・1月には社会福祉法人検討会を、
3月には通所事業所、訪問介護事業所との
意見交換会を開催した。
○認知症初期集中支援チームは、10月に
設置し、認知症専門医、保健師、社会福祉
士、介護支援専門員により、医療機関への
受診手伝いや介護者負担の軽減等の支援
を行っている。

平成28年度
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(続紙)

0 0

6,348

26,766

15,259

73,515

13,261

18,691

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

05

02

04 →

17,293

保健・医療・福祉分野の連
携体制構築事業(09-03-02-
06-920-51)

在宅医療・介護連携推進事
業(09-03-02-05-580-11)

事業概要

01

38,524

12,199

0

1,767

5,355

1,755

164

(千円)

06

254

1,755

施策

H28
予算

指定管理経費8,775,000円　　　　　（H26.4.1～H31.3.31）

保健・医療・福祉分野の専門職による３分野の連携のあり方検討
経費

保健・医療・福祉分野の連携検討会及び事例検討会に係る費用

寝たきり高齢者への給付事業

高齢者がいきいきと過ごせるよう、身近な地域で楽しむ事ができる
憩いの場の提供経費

敬老の日に市内に高齢者をお祝いする事業

各老人クラブが実施する事業に対する補助金事業

６５歳以上の高齢者を対象に要介護状態とならないための介護予
防についての知識を普及啓発する事業

介護認定調査一次審査に係る事業

介護保険の対象外となるサービスを提供します。

在宅生活が困難な高齢且つ低所得者を施設入所させる事業

地域高齢者の健康管理維持・機能回復・介護予防経費

936,858

265,402

128,737

39,219

390,018

908,290

24

0

6,120

22,566

13,317

10,530

寝たきり高齢者等福祉手当
支給経費(01-03-01-01-
188-54)

27
重
点

事務事業名

大山田福祉センター維持管
理経費(01-03-01-01-184-
04)

3

28
重
点

1204 医療・介護サービスが一体的に提供できる体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

1 新規

03 皆減

5,235

148

10 →13,918 11,911
介護予防・生活支援事業
(01-03-02-01-204-53)

→62,11409

12 皆減3,512

11 →

3,339

老人福祉施設措置費(01-
03-02-01-205-51)

壬生野福祉ふれあいセン
ター管理運営経費(01-03-
02-01-206-02)

270,502

14 →26,901 26,433

こころの丘管理運営経費
(01-03-02-01-206-51)

包括的・継続的ケアマネジメ
ント支援事業費(09-03-02-
04-579-01)

→13 1,767指定管理経費5,301,000円　　　　　（H28.4.1～H31.3.31）

高齢者が住みなれた地域で尊厳をもって生活することを支援する
ため、在宅・施設などで包括的・継続的にｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄが実施でき
るように支援する事業を実施します。

1,767

15 →

0

介護予防支援事業費(09-
04-01-01-581-01)

介護基盤緊急整備等特別対
策事業(09-01-01-01-532-
01)

3

伊賀市内において将来必要となる地域介護拠点の整備を支援し
ます。

介護保険の予防給付の対象となる要支援１・２と認定された方が
介護予防サービス等の適切な利用等を行うことができるよう、予
防給付に関するケアマネジメント業務を実施する。

38,472

07

08 2

→
老人福祉一般経費(01-03-
02-01-203-01)

敬老事業(01-03-02-01-
203-03)

老人クラブ活動助成事業
(01-03-02-01-203-51)

介護予防普及啓発事業費
(09-03-01-01-649-01)

1

2

1

2

17,014

→117

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

330,117

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

第１次再生計画の重点プロジェクトに位置づけれれている「医療・地域福祉連携プロジェクト」では、保健・医療・福祉の
連携を強化し、伊賀市の実情に応じた包括的な支援・サービス提供体制の構築を目指す「伊賀市版地域包括ケアシス
テム」の形成を進めてきました。平成27年度末に策定した第3次地域福祉計画に、その姿を示しました。

保健・医療・福祉の連携強化を図るため、引続き、個人や地域の課題に応じた、在宅での支援基盤の構築と、伊賀市
版の地域包括ケアシステムの構築に努力していきます。
加えて、平成27年度末で策定しました「第3次地域福祉計画」の趣旨や進め方等については、各地域に浸透できるよう
に進めていきます。

中
間
総
括

→

117

→13,261

17 →5,031 3,531
認知症支援事業(09-03-02-
05-580-09)

18

16 3

848,663

介護予防ケアマネジメント事
業費(09-03-03-02-687-01)
ほか

認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、医療・
介護のネットワークを形成し、認知症の人への効果的な支援体制
の構築を図ります。

380,239

269,801

60,381
認定調査等経費(09-01-03-
02-536-01)

→37,589

→1,755
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

グループホーム及びケ
アホームの定員数（人）

指
標
名

指
標
の
説
明

市内の障害者総合支援
法に基づくグループホー
ム及びケアホームの定
員数

H28目標 76

市
民
意
識
調
査
結
果

効果検討

12

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
障がいのある人の社会参加や就労支援、就
労定着のため、専門職の配置により、相談か
ら支援へとつなげていく体制の強化を図って
います。また、地域で「自分らしい暮らし」を送
れるよう、その人に合った支援や必要な情報
提供を行い、多様化するニーズへの対応の強
化が求められています。

地域社会の中で、自分の役割や生きがいを持
ち、社会の一員としての自覚と自信がもてる
社会生活が送れるための支援が必要です。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1205 だれもが自分らしく暮らせるまちづくり 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
子ども・高齢者・障がい者などへの見守りと支え
が十分なまちづくり

130200
健康福祉部障がい福
祉課

0595-22-9657

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

発達と社会参加支援のしくみをつくります。

その人に合った支援を行うために必要な情報提供と相談支援に取り組みます。また、障がいの種別や程度にかかわらず、一生涯を通じて地域
で自立して生活していけるよう支援する体制を構築していきます。

平成27年度
(平成26年度の取組内容と残された課題)
○平成27年度から平成32年度の6年間を期間
とする「第3次伊賀市障がい者福祉計画」及び
その目標値を定める「第４期伊賀市障がい福
祉計画」を策定した。
○障がいのある方の満足度も少しずつである
が高まってきました。引き続き、計画に基づ
き、障がいのある方が地域で安心して暮らして
いけるよう、個別事業の推進に取り組んでいき
ます。
　・地域自立支援協議会開催（２回）
　・定例会議(4回)､専門部会開催(精神保健12
回､就労部会11回､療育部会9回)
・講演会等開催（４回　合計636名参加）
・企業訪問啓発（8～9月）
・ジョブサポーター派遣（利用者12名　派遣回
数230回）
・障がい者支援センターで受けた相談（7750
件）
・ユニバーサルデザイン研修会開催（1回、約
80名参加）

○市単独事業の見直しについては、費用対効
果などを検証しつつ、平成27年度に本格的な
取り組みを行います。

○市単独事業の見直しについては、平成
27年度に費用対効果等を検証し、平成28
年度に取り組んでいきます。

(平成27年度の取組内容と残された課題)
○「第3次伊賀市障がい者福祉計画」に基
づき各施策を進めています。
・地域自立支援協議会（2回）、定例会議（4
回）、専門部会(療育部会6回､相談部会11
回､地域移行部会3回､くらし部会3回､就労
部会4回)を開催し、検討を行なうとともに、
講演会開催2回（164人参加）、障害者差別
解消法研修会1回（134人参加）、企業訪問
啓発（286社）、ジョブサポーター派遣（利用
者12人、派遣回数210回）等を実施した。
・障がい者相談支援センターで受けた相談
件数は約7,000件であり、ユニバーサルデ
ザイン研修会1回（169人参加）を実施する
とともに、ユニバーサルデザインの「情報発
信編」を作成し周知を図った。
○障がいのある方の満足度も少しずつで
あるが高まってきました。引き続き、計画に
基づき、障がいのある方が地域で安心して
暮らしていけるよう、個別事業の推進に取
り組んでいく。

平成28年度

0%
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満
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(続紙)

39,504 39,222

23,433

2,202

3,628

1,895

7,088

3,628

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

05

02

04 →

286

特別障害者手当支給経費
(01-03-01-01-188-51)

重度身体障害者（児）福祉
手当支給経費(01-03-01-
01-188-52)

事業概要

01

84,926

9,020

166

1,700

77,805

2,598

372

(千円)

06

12,399

2,604

施策

H28
予算

介護・訓練等給付費を支給決定するにあたり、障害支援区分等を
決定するための審査会に係る経費を支出します。

国の制度である特別障害者手当、経過的福祉手当及び障害児福
祉手当の給付業務

市単独事業である重度障害者福祉手当及び重度障害児福祉手
当の給付業務

障がい者相談支援センターの運営経費

市が委嘱した相談員が地域において、障がいのある人や家族か
らの相談に応じ、必要な助言や指導を行います。

「伊賀市障がい者福祉計画」の推進のため、伊賀市障がい者地域
自立支援協議会で基本施策等を協議し、施策推進のため定例会
議や４専門部会（就労・療育・精神保健・相談）で協議を行う。

重度障がい者が社会活動等に参加するため、自動車燃料費又は
タクシー等乗車料金の一部を助成します。

伊賀市障害者福祉連盟への活動費助成

訓練等施設への通所費用助成

社会福祉法人が行う障害福祉施設整備に伴う借入金等の償還金
助成

１２月の障がい者週間に啓発事業を行います。

市役所内において障がい者の職場実習を行います。

1,913,787

232

1,516,969

84,926

143,917

1,926,360

38,499

11,916

23,811

304

6,509

3,328

障害者支援センター運営事
業(01-03-01-04-193-02)

27
重
点

事務事業名

障害支援区分認定審査会運
営経費(01-03-01-04-199-
57)

28
重
点

1205 だれもが自分らしく暮らせるまちづくり

26
重
点

コスト
の方
向

→

03 →

22,395

12,106

10 →8,683 8,683
障害福祉施設整備事業(01-
03-01-04-193-56)

→4,11409

12 →129

11 →

129

障害者福祉啓発推進事業
(01-03-01-04-193-57)

障害者職場実習事業(01-
03-01-04-193-58)

226

14 →2,347 2,379

障害者就労定着支援事業
(01-03-01-04-193-60)

介護用品給付事業(01-03-
01-04-193-61)

→13 2,059
ジョブサポーターを派遣し、一般就労した障がい者の就労定着支
援を行います。

在宅重度障がい者に対する介護用品購入費助成

1,657

15 2 →

1,515,434

2

1

きらめき工房管理運営経費
(01-03-01-04-200-54)

介護・訓練等給付費(01-03-
01-04-199-51)

2

1
障害者総合支援法に基づく介護・訓練等給付や児童福祉法に基
づく障害児支援給付等の給付を行います。また、障害支援区分を
認定するための審査会を開催します。

指定管理によりきらめき工房いが及びきらめき工房あおやまの施
設運営及び管理を行います。

84,926

07

08

→
障がい者相談員設置事業
(01-03-01-04-193-04)

地域自立支援協議会運営経
費(01-03-01-04-193-05)

重度障害者タクシー料金等
助成事業(01-03-01-04-
193-51)

障害者福祉団体活動支援事
業(01-03-01-04-193-52)

284

→318

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

131,535

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

　地域で自立した生活が出来る支援としてグループホーム整備については、現在、市内で18箇所（定員84人）でありま
す。また、市外のグループホームに伊賀市民の方が生活されている方々を含め、97名の方々が利用されています。第4
期伊賀市障がい福祉計画に基づき、平成27年度末目標が95名、平成28年度末で100名、最終年度末で105名の目標と
しています。地域で安心して暮らしていけるよう、障がい者相談支援センターや障がい者相談員、福祉総合相談のなか
で、その人に合った相談や支援を行ってきました。

　障がい者への支援については、相談から支援につなげるための体制強化が求められており、それに必要な本人の力
を伸ばすこと、家族負担の軽減、専門支援員の育成・確保等が必要となっている状況であります。
　引続き、第3次障がい者福祉計画に沿った支援策を着実に進めていく必要があります。

中
間
総
括

→

210

→7,147

17 3 →76,281 77,1023
自立支援医療給付事業(01-
03-01-04-199-53)

18

16 1

1,924,495

盲人ホーム管理運営経費
(01-03-01-04-200-51)　ほ
か

3
日常生活能力等の回復又は障がいの軽減、改善をするための医
療費の助成を行います。

142,309

172

4,167
障害者施設通所費助成事業
(01-03-01-04-193-54)

→1,514,171

→2,792

51



成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容

と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と

具体
的な
取組

地域で安心して暮らせ
ると感じる満足度（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

まちづくりアンケート（地
域で安心して暮らせると
感じる市民の満足度）

H28目標 41.7

市
民
意
識
調
査
結
果

重点化

12

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
地域課題の把握、共有、課題等を解決するた
めの議論場として、各住民自治協議会に「地
域ケアネットワーク会議」を設置して、見守り
や支え合い体制を構築します。また、地域福
祉推進の要であり、その役割を担っている社
会福祉協議会に対して財政支援を行っていま
す。引き続き、地域ネットワーク会議設置の推
進と、地域での見守りや支え合う体制づくりを
進めていきます。

市民の困りごとやニーズ、地域課題の多様化
に対応するための体制づくりに取り組みます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1206 地域における、見守り、支えあう体制づくり 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等
子ども・高齢者・障がい者などへの見守りと支え
が十分なまちづくり

131000
健康福祉部医療福祉
政策課

0595-22-9634

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

2025年問題が現実となるなかで、相談支援機関と連携した地域における支援のしくみを構築するため、地域内関係者が住民自治協議会にお
ける課題把握や情報を共有し、地域課題解決に向けた検討をする場として、地域ケアネットワーク会議の設置を推進します。
また、地域住民による支援のしくみづくりや取り組みが継続して実施できるよう、社会福祉協議会が地域福祉活動への支援を行いながら、地域
での見守りや支え合う体制づくりを進めます。

平成27年度
(平成26年度の取組内容と残された課題)
○平成26年度限りであった臨時福祉給付金
事業は平成27年度も継続していく。
 ・臨時福祉給付金（14,122名）
○社会福祉法人許可・指導監査
・平成25年4月から県から社会福祉法人の認
可及び指導監査が移譲され、適正な法人運営
や経営の安定化を図るため、必要な指導や助
言を行った。（４法人）
○地域ケアネットワーク会議の設置（2箇所、
合計10ヶ所）
○地域福祉計画推進委員会を4回開催し、計
画の進捗状況や評価を行った。
○福祉後見人登録者（1名、合計14名）
○福祉有償運送法人登録数（2団体、合計12
団体）
○福祉有償運送利用者数（35,000名）
○配食サービス配食数（44,333食）
○社会福祉協議会の住民自治協議会への支
援（256回）

平成26年度で完結できなかった伊賀市保護司
会の事務局切り離しについては、平成27年度
から担当部署が「医療福祉政策課」に変更に
なり、引き続き、協議・検討を行います。

保護司活動に必要なサポートセンター設置
や自主運営については、保護司会との協
議は継続して行っています。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○臨時福祉給付金（16,753名）
○社会福祉法人許可・指導監査
・平成25年4月から県から社会福祉法人の
認可及び指導監査が移譲され、適正な法
人運営や経営の安定化を図るため、必要
な指導や助言を行いました。（４法人）
○地域ネットワーク会議の設置（8箇所、合
計18ヶ所）
○地域福祉計画推進委員会を5回開催し、
計画策定及び進捗状況・評価を行った。
○福祉後見人登録者（3名、合計17名）
○福祉有償運送法人登録数（12団体）
○福祉有償運送利用者数（延べ35,368名）
○配食サービス利用者（144名、46,600食）
○社会福祉協議会の住民自治協議会への
支援
　・地域ケアネットワーク会議設立に対する
支援に加え、その他地域福祉体制づくり等
に対して支援を行った。（35回）

平成28年度
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(続紙)

110,934 107,855

11,730

5,368

10,265

0

117,687

10,262

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

05 2

02

04 →

0

社会福祉協議会関係経費
(01-03-01-01-183-51)

地域福祉推進事業(01-03-
01-01-185-51)

事業概要

01

1,477,000

1,440

12,773

2,569

570

8,264

2,493

(千円)

06

6,600

7,634

施策

H28
予算

事業番号０４福祉有償運送支援事業に統合

社会福祉協議会が地域福祉活動を行うための人件費及び運営経
費に対する補助

伊賀市地域福祉後見サポートセンター運営事業、地域福祉権利
擁護事業への補助金

福祉有償運送事業への補助金

１人暮らしの高齢者等が、地域で暮らし続けることが出来るための
支え合い体制づくり経費(委託)（生活支援・介護予防サービス基盤
整備事業(09-03-02-05-580-12)に移行）

市主催の戦没者追悼式の開催、各地区慰霊祭への供物、遺族会
への補助金交付により、戦没者の追悼と反戦意識の向上を図りま
す。

消費税引上げに際し、低所得者に与える負担の影響に配慮した
暫定的な給付措置。

民生委員児童委員及び主任児童委員への活動の支援により、社
会福祉の増進を図ります。

２０２５年問題に向け、各住民自治協議会単位に協議体（地域ケ
アネットワーク会議）を設置するため、社会福祉協議会への委託
事業。

平成２５年度より、県から権限委譲された社会福祉法人の許認可
及び指導監査を行います。

低所得者に対する社会福祉法人が提供する介護サービス等費用
の減額事業

生活保護業務を適正に行うための事務経費。

2,189,742

963

33,538

1,542,607

20,421

1,885,912

109,463

6,149

11,118

120,298

10,683

福祉有償運送支援事業(01-
03-01-01-185-55)

3

27
重
点

事務事業名

社会福祉一般事務経費(01-
03-01-01-183-01)

3

28
重
点

1206 地域における、見守り、支えあう体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

3 →

03 →

10,988

6,542

10 →929 899
社会福祉法人認可・指導監
査事業(01-03-01-01-183-
53)

→9,66009 1

12 →11,327

11 →

9,650

介護保険サービス利用者負
担軽減制度事業(01-03-02-
01-207-52)

生活保護事務経費(01-03-
05-01-235-01)

963

14 →3,768 3,176

家族介護支援事業(09-03-
02-05-580-03)

生活支援給付金(01-03-05-
01-236-51)

→13 2,571
介護方法の指導や要介護被保険者を現に介護する家族の支援
のための事業経費

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の
支援に関する法律」基づく支援給付。

1,794

15 →

11,640

扶助費(01-03-05-02-237-
51)

地域自立生活支援事業(09-
03-02-05-580-02)

介護相談員が該当施設を訪問し利用者等の声を聞き対応するこ
とで、施設サービスの向上を図る。食事を調理・買い物することが
困難な高齢者に対し、見守り支援を兼ねた配食サービスを行う。

「生活保護法」に基づく、扶助費及び救護施設事務費。 1,478,154

07

08

地域福祉体制づくり事業
(01-03-01-01-185-58)

遺家族等援護事業(01-03-
01-01-635-01)

臨時福祉給付金給付事業
(01-03-01-01-912-52)

民生委員活動経費(01-03-
01-02-186-02)

0

→2,378

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

387,053

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

住民自治協議会に地域の課題の把握、共有、課題解決に必要な「地域ネットワーク会議」設置については、社会福祉
協議会と協働し、市内39自治協のうち18自治協に設置しました。これにより地域の見守りや支え合い体制づくりを進め
ていきます。

第2次再生計画期間内には、全ての住民自治協議会に地域ネットワーク会議を設置します。

中
間
総
括

→

2,337

→129,561

17 1 →1,601 1,3942
地域福祉計画推進事業(01-
03-01-01-185-02)

18

16

1,797,700

地域福祉計画策定事業(01-
03-01-01-185-53)　ほか

2 第２次伊賀市地域福祉計画に基づく地域福祉の実践経費

17,563

613

9,5091
生活支援・介護予防サービ
ス基盤整備事業(09-03-02-
05-580-12)

→12,480

→8,120
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容

と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と

具体
的な
取組

子どもを産み育てやす
い環境や支援が整って
いると思う満足度（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

まちづくりアンケート（子
どもを産み育てやすい環
境や支援が整っていると
思う市民の満足度の割
合）

H28目標 41.5

市
民
意
識
調
査
結
果

最重点化

13

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
子育てに関する情報発信や地域で子育ての
見守り、支援を行うため、「子育て包括支援セ
ンター」を子育て支援の拠点施設として取り組
みます。また、質の高い保育提供に加え、低
年齢児（３歳未満児）の受入体制など安全で
安心した保育環境の確保に取り組みます。ま
た、放課後児童クラブについては、地域ニー
ズに対応した設置に向け取り組んでいきま
す。

多様な保育ニーズに対応できるよう、保育
サービスのより一層の充実を図ります。また、
放課後児童クラブの充実を図っていきます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1301 地域における子育て支援事業の充実 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等 子どもを安心して産み、育てられるまちづくり 130700
健康福祉部保育幼稚
園課

0595-22-9658

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

ての見守りができる体制及び個々の利用者のニーズに合った支援体制により、安心して育てられるまちづくりを推進していきます。さらに、子育
て支援事業の中で、遊びを通して家庭の中での子どもとの接し方を学んでもらうことで、子育て力を強化します。

親の子育て上の負担感や悩みを軽減できるよう、地域の互助活動による子育て支援サービスを充実させるとともに、地域ぐるみで子どもと子育
て家庭を見守り、支援し、正しい情報を提供できる体制・ネットワークづくりを進めます。
また、子どもや保護者にとって安心・安全な環境の中での保育を行うため、老朽化の進んだ保育所（園）の大規模な改修、修繕や地域の状況に
応じた統廃合を計画的に進めます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○3歳未満児の待機者（平成27年4月現在　0
名）　○放課後児童ｸﾗﾌﾞについては、住民ﾆｰ
ｽﾞの把握をしながら、基本的には1小学校区に
1ヶ所が必要と考えます。（平成26年度 3箇所
設置　合計17ヶ所）　○ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰにつ
いては、平成27年度から行政機関の拠点とし
ている「子育て包括支援ｾﾝﾀｰ」において、市
直営で実施することとなりました。（平成26年
度利用者数　延べ950名　会員数390名）　○
保育料については、「子ども・子育て支援法」
が本年4月に施行され、利用者負担額の規制
緩和を図るために、第1子が18歳未満の第3子
に対し、3割軽減を行うこととしました。　○第3
子の保育料無料化については、引き続き、関
係部署との協議・調整を行っていきます。　○
老朽化が進み耐震基準を満たしていない「し
ろなみ保育所」の建替を行いました。　○病
児・病後児保育利用者数（210名）　○心身障
がい児療育人数（かしのみ園　31名）　○子育
て包括支援センター　・プレイルーム開放参加
者（1700組）　・子育て支援講座（キラキラ事業
参加者 1700組）　・出前講座（12箇所）

多様な保育ニーズに対応できるよう、保育
サービスのより一層の充実を図ります。また、
放課後児童クラブの充実を図っていきます。

3歳未満児の保育、放課後児童クラブ及び
ファミリーサポートセンター等の子育て支援
事業を充実させるとともに、子育て（包括）
支援センターの効果的な活動内容を精査
する中で、子育てしやすい環境整備を図り
ます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○3歳未満児の待機者（平成28年4月現在
0名）
○放課後児童ｸﾗﾌﾞについては、住民ﾆｰｽﾞ
の把握をしながら、基本的には1小学校区
に1ヶ所が必要と考えます。（平成27年度 2
箇所設置　平成28年度から合計19ヶ所）
○ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ（市直営）（平成27年
度利用者数　延べ507名　会員数404名）
○保育料については、9月から第3子以降
を無料化しました。（Ｈ27 26人増、Ｈ28 36
人増）
○病児・病後児保育利用者数（119名）
○心身障がい児療育人数（かしのみ園　27
名）
○子育て包括支援センター
・プレイルーム開放参加者（延べ6,835組）
・子育て支援講座（キラキラ事業　参加者
延べ1,830組）
・出前講座（12箇所）

平成28年度
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(続紙)

0 0

7,197

614,008

5,418

4,328

35,099

5,904

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

05

02

04 →

10,965

結婚サポート事業(01-03-
04-01-691-51)

病児・病後児保育事業(01-
03-04-01-218-54)

事業概要

01

0

44,823

402

11,713

7,163

0

84,262

(千円)

06 2

4,951

41,471

施策

H28
予算

消費税引上げに際し、子育て世帯に与える負担の影響に配慮し
た暫定的な給付措置。

市内で結婚サポート（婚活等）事業を実施する団体に補助金を支
出することにより、事業が円滑に実施され、出会いから、結婚・妊
娠・出産・子育てまでの、切れ目ない支援の一端を担います。

病気の回復期にある児童を集団保育等が困難な期間、一時的に
預かることにより、保護者の子育てと両立を支援するとともに、児
童の健全な育成を図ります。

長距離通園や自動車通園が困難な家庭に対しての通園バスの運
行、管理を行います。

心身に障害を有する乳幼児に適切な療育保育を行い、発達の促
進と障害の軽減を図り、社会生活への円滑な参加と健全な成長を
促進し、福祉の増進を図ります。

学校の終了後等、共働きなどで保護者が家庭にいない小学生の
児童を対象に、選任の指導員が家族に代わって適切な遊びや生
活の場を提供します。

乳児または幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設
し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行
います。

家庭や地域における子育ての機能低下への対応や、子育て中の
親の孤独感や不安感をなくすため、子育て親子の交流等を促進
するとともに、各支援センターの包括・調整を行います。

仕事の都合等で保育所（園）等の終了時間に迎えに行けない時
や、病気の回復期にある子どもの世話ができない時に、援助を受
けたい人と援助を行う人が会員となり相互支援活動を行います。

障がい児や低年齢児児童の処遇向上など、保育士の加配を行っ
たり、多様化する就労状況に対応する保育を実施します。

私立保育所・広域入所児童の運営費

伊賀市少子化対策推進委員会を設置し、「子ども・子育て支援事
業計画」に基づく各施策を進行管理する中で、次代の社会を担う
子どもが健やかに育つ環境の整備を図ります。

2,157,062

1,252,861

2,260

10,000

30

2,074,942

970

4,209

8,292

11,300

35,873

6,316

保育所通園バス運行管理運
営経費(01-03-04-01-216-
04)

27
重
点

事務事業名

子育て世帯臨時特例給付金
給付事業(01-03-01-01-
913-52)

28
重
点

1301 地域における子育て支援事業の充実

26
重
点

コスト
の方
向

新規

03 →

7,167

3,682

10 →45,011 37,169
私立保育所等補助金(01-
03-04-02-222-51)

→3,57109

12 →422

11 →

343

私立保育所等運営費(01-
03-04-02-221-51)

次世代育成支援対策推進経
費(01-03-04-01-218-52)

1,210,183

14 3 →629,159 615,7723

保育所整備事業(01-03-04-
04-229-03)

保育所管理運営事業(01-
03-04-04-229-01)

新規13 0

3

公立佐那具保育所と統合し、定員規模を拡大した府中保育園を
新たな場所で改築する整備に係る用地取得費

公立保育所（園）18箇所の運営・管理に係る事業

0

15 →

0

保育所管理運営事業(01-
03-04-04-229-01)

子育て支援対策事業(01-
03-04-01-218-01)

産前・産後、母親の体調不良等により、家事や育児が困難な家庭
にヘルパーを派遣し、家事や育児支援を行います。

からだそだて事業(平成26年度補正予算　地域住民生活等緊急支
援のための交付金事業(地方創生先行型))

8,061

07

08 1

→
心身障がい児療育保育事業
(01-03-04-02-221-52)

放課後児童対策事業(01-
03-04-01-217-01)

子育て支援センター費(01-
03-04-01-218-02)

子育て包括支援センター費
(01-03-04-01-218-03)

2

1

2

1

10,965

↑55,534

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

68,282

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき、子育て支援の一環として、9月から第１子が18歳未満から数えて第３子以降
の保育料の無料化を実施しました。
　平成27年の伊賀市まちづくりアンケートにおいて「子どもを安心して産み、育てられる」と感じている方は25.1％で、平
成26年の28.2％に3.1ポイント下がっている。反面、重要と思っている方は85.5％で前回の数値を上回っている。
　既存の施策の充実に加え、新たな子育て施策の展開が重要と考えます。

人口減少の抑制や定住・移住促進のため、若者や子育て世代のニーズに合った支援策が求められている現状を受け
て、さまざまな方策等を検討・実現することで、「伊賀市は子育てしやすいまち」だと実感され、他市に誇れる施策を展開
していきます。

中
間
総
括

→

53,889

→35,681

17 →14,760 14,476
施設改修事業(01-03-04-
04-229-52)

18

16

2,015,691

からだそだて事業(01-03-
04-01-218-04)　ほか

公立保育所（園）18箇所の消防設備、空調設備、その他施設改修
を行います。

0

1,179,028

3,151
ファミリーサポートセンター運
営事業(01-03-04-01-218-
51)

新規0

皆減41,574

55



成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

ひとり親家庭からの相
談解決率（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

離婚等の相談への支援
により、自立につながっ
た割合

H28目標 90.0

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

13

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
厳しい社会情勢の中、自立できない母子・父
子家庭に対し、母子自立支援員による経済
面、就業面、生活全般にわたり、相談業務を
通じて自立支援を行っています。自立できな
い母子や父子が増えていることから、自立に
向けた支援体制の充実が必要です。

ひとり親家庭が地域で安心して子育てと就労
との両立が図れるよう、母子自立支援員や関
係機関との連携のもと、きめ細やかな支援に
取り組みます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1302 ひとり親家庭の自立支援の推進 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等 子どもを安心して産み、育てられるまちづくり 131200
健康福祉部こども未来
課

0595-22-9677

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

努めます。

個々の抱えている問題に応じるため、母子自立支援員を配置し、経済的な面、就業の面、生活全般においての相談事業を実施するともに、各
関係機関と連携し、貸付制度の活用促進や自立に向けての相談指導体制の充実を図ります。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○母子・父子自立支援員設置（継続）
○相談件数（母子380件、父子10件）
・就労相談42％、家庭紛争17.6％
○ハローワーク伊賀との連携による就労支援
を行いました。
○就労支援者24名中19名が自立に繋がっ
た。残りの5名は継続して支援を行っていま
す。

ひとり親家庭が地域で安心して子育てと就労
との両立が図れるよう、母子自立支援員や関
係機関との連携のもと、きめ細やかな支援に
取り組みます。

ひとり親家庭が地域で安心して子育てと就
労との両立が図れるよう、母子自立支援員
や関係機関との連携のもと、きめ細やかな
支援に取り組みます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○母子・父子自立支援員設置（継続）
○母子相談　383件（就労134件、家庭紛争
73件など）
○父子相談　4件（養育費1件、親権1件）
○ハローワーク伊賀との連携による就労支
援を行いました。
○就労支援者19名中13名が自立に繋がっ
た。残りの6名は継続して支援を行っていま
す。

平成28年度
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(続紙)

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ 事業概要

01 1 5,654

(千円)

2,709

施策

H28
予算

母子・父子自立支援員を１名配置し、母子家庭の母に対する自立
や就業支援を行うとともに、ひとり親家庭の保護者に対する資格
取得のための負担軽減などの事業を行います。

5,6543,761

1

27
重
点

1

事務事業名

母子・父子自立支援事業
(01-03-04-03-228-51)

28
重
点

1302 ひとり親家庭の自立支援の推進

26
重
点

コスト
の方
向

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

母子相談の多くは就労に関する相談である。生活一般の相談・支援、職業能力の向上及び求職活動等就業について
の情報提供、相談指導等の支援を行い、連携先として、関係部局、民生委員、児童委員、母子寡婦福祉団体及びＮＰ
Ｏの協力を得るとともに、母子家庭等の自立に向けた支援が総合的に提供できるよう関係諸機関（児童相談所、保健
所、公共職業安定所、家庭裁判所、学校、税務関係機関等）と常に密接な連携を図っています。

引続き、生活一般の相談・支援、職業能力の向上及び求職活動等就業についての情報提供、相談指導等の支援を行
い、連携先として、関係部局、民生委員、児童委員、母子寡婦福祉団体及びＮＰＯの協力を得るとともに、母子家庭等
の自立に向けた支援が総合的に提供できるよう関係諸機関（児童相談所、保健所、公共職業安定所、家庭裁判所、学
校、税務関係機関等）と常に密接な連携を図っています。

中
間
総
括

2,709

→3,761
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容

と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と

具体
的な
取組

子育てにいらいらを感
じている人の割合（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

3歳児健診時のアンケー
ト調査

H28目標 20.0

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

13

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
子育て支援センターやこども発達支援セン
ターと連携し、子育て支援のための生育・食育
等の教室開催や、継続した「こんにちは赤ちゃ
ん」訪問などを実施して、途切れない子育て支
援を実施します。今後は、「途切れない子育て
支援」の体制づくりの強化が必要です。

妊娠・出産・育児・子育てが一貫して支援でき
る「途切れない子育て支援」を目指して、支援
体制の整備に取り組みます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1303
乳幼児期から生育・食育を含めた知識の普及と
途切れのない子育て支援の体制づくり

評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　稲森　洋幸

名称 連絡先

政策名等 子どもを安心して産み、育てられるまちづくり 130900
健康福祉部健康推進
課

0595-22-9653

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

ターやこども発達支援センターと連携し、子育て支援のための教室の開催・継続した個別訪問などを実施することで途切れのない子育て支援
体制を整備します。

子育て支援センターやこども発達支援センターと連携し、子育て支援のための生育・食育等の教室の開催や、継続した個別訪問などを実施す
ることで途切れのない子育て支援を実施します。また、妊娠・出産・育児を通じた子育て支援の一環として不妊治療費の一部を助成します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
○こんにちは赤ちゃん訪問件数（660件）
○特定不妊治療助成（60件）
○幼児健診をすることにより、発育発達の状
況を把握し、早期発見、早期支援に繋がりまし
た。
・4ヶ月児健診（600名）
・１０ヶ月児健診（635名）
・1歳6ヶ月児健診（661名）
・3歳児健診（694名）
○妊娠から出産までに必要な支援を行いまし
た。
・ウエルカムベビー教室（4回開催　参加者：妊
婦53名、家族54名）
・妊婦への面接相談や訪問指導（面接10回、
訪問５回）
・妊婦健康診査（受診者数　延べ7500名）
○心身の発育、発達を支援するにこにこ広場
を開放しました（利用者　610名）
○親子で食育や生活習慣を考える「げんキッ
ズ教室」を開催しました（１２回開催　延べ４７８
名参加）

妊娠・出産・育児・子育てが一貫して支援でき
る「途切れない子育て支援」を目指して、支援
体制の整備に取り組みます。

妊娠・出産・育児・子育てが一貫して支援で
きる「切れ目のない子育て支援」を目指し
て、支援体制の整備に取り組みます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
○こんにちは赤ちゃん訪問件数（611件）
○不妊治療助成（市助成 75件、県進達125
件）
○幼児健診で発育発達の状況を把握し、
早期発見、早期支援に繋がりました。・4ヶ
月児健診（620名）・10ヶ月児健診（592名）・
1歳6ヶ月児健診（577名）・3歳児健診（670
名）
○妊娠から出産まで必要な支援を行いまし
た。
・ウエルカムベビー教室（4回開催　参加
者：妊婦50名、家族52名）・妊婦への面接
相談や訪問指導（面接675回、訪問8回）
・妊婦健康診査（受診者数　延べ7,420名）
○にこにこ広場開放（69回、利用者480名）
○親子で食育や生活習慣を考える「げん
キッズ教室」を開催。（１２回開催　延べ563
名参加）
○地域で見守りおやこ防災事業
・学習会（5地区7箇所）支援者研修会（2回）

平成28年度
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(続紙)

0 0

69,326

1,311

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

05

02

04 →

7,373

ブックスタート事業経費(01-
04-01-01-245-01)

ブックスタート事業経費(01-
04-01-01-241-03)

事業概要

01 2 10,429

3,421

(千円)

06 1

302

9,930

施策

H28
予算

母子保健法に基づく、乳幼児一般健診（4か月、10か月、１歳６ヶ
月児、３歳児）等に係る経費

事業を見直し、平成27年度からブックスタート事業経費(01-04-
01-01-241-03)に

赤ちゃんと保護者に絵本を開く楽しい体験と、心触れ合う機会を作
る事業。こんにちは赤ちゃん訪問時に、親子が絵本を通してふれ
あい、また絵本の読み聞かせの大切さを伝え配布しています。

妊婦の健康管理、妊産婦及び乳児死亡の低下、流早産の防止並
びに心身障害児の発生の予防のため、妊娠後の標準的な健診回
数・健診項目の費用に対し全額公費負担します。

少子化に歯止めをかけることと、子育て支援のための施策とする
ため、不妊治療を受けた夫婦の経済的負担の軽減を目的に不妊
治療に要した費用の一部を助成します。

適切な育児が実施できるよう保健師や助産師、栄養士等による訪
問や各種教室面談相談等で継続的な支援を行います。

地域で見守りおやこ防災事業(平成26年度補正予算　地域住民生
活等緊急支援のための交付金事業(地方創生先行型))
〔事業実施年度：平成27年度～平成31年度〕

89,70292,208

157

69,395

6,300

0

1
母子保健事業(01-04-01-
01-241-51)

2

1

27
重
点

事務事業名

母子健康診査事業(01-04-
01-01-241-01)

3

28
重
点

1303 乳幼児期から生育・食育を含めた知識の普及と途切れのない子育て支援の体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

3

03 →

65,297

302

07

→
不妊治療等助成事業(01-
04-01-01-241-52)

乳幼児の育成指導事業(01-
04-01-01-241-02)

乳幼児の育成指導事業(01-
04-01-01-241-02)

2 3

6,336

→3,210

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

出会い・結婚～妊娠・出産～育児・子育て～保育・教育を一貫した「切れ目のない支援」を目指し、必要な支援を適切な
機関で行うことが求められています。安心して妊娠でき、育児ができる環境をより一層に整備を行う必要があります。

切れ目のない子育て支援を行うためには、情報提供や相談・支援等の一元化が望まれるため、その体制等の検討が
必要と考える。

中
間
総
括

3,142

皆減1,758

86,318

→10,239
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

あんしん・防災ネット登
録者数（人）

指
標
名

指
標
の
説
明

市民への緊急情報を伝
達するツールの普及

H28目標 5,000

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

21

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
・伊賀市地域防災計画、職員初動マニュアル
の策定を進めていますが、平常からの危機管
理意識の醸成が求められます。
・災害に備える機器・設備の維持管理、備蓄
品等の配備を行ってきましたが、配備位置、
種類、数量等について適正であるか確認する
必要があります。

・職員への地域防災計画の内容周知と、各部
署での職員初動マニュアル作成、見直し及び
共有を促します。
・老朽化した機器、設備を年次計画的に更新
を行います。消耗品等については従来どおり
期限切れ分の入れ替えと消費分の補充を行
いながら、数量の増加に努めます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2101 さまざまな災害を想定した体制づくり 評価責任者・役職名 危機管理監　加藤　敦

名称 連絡先

政策名等
自然災害や重大な事故などさまざまな事象に備
え、安心して暮らせるまちづくり

300100 総合危機管理課 0595-22-9640

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

本市が受けた被災経験や国内各地で発生した災害に加え、国や県で想定されている大災害での被害想定をもとに、伊賀市地域防災計画の見
直しにより体制の整備を行います。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
・伊賀市地域防災計画「震災編」見直しが完了
しませんでした。これに伴い、職員初動マニュ
アルの修正にも至りませんでした。
・山崩れ、地すべり監視装置に不都合が生じ、
観測できない事態が発生しました。

・昨年に引き続き市地域防災計画「震災編」の
見直しを行います。
・三重県地域防災計画「風水害編」の見直しに
伴い、市地域防災計画の見直しを行います。
・職員対象の図上訓練を行い、初動体制や情
報伝達の確認、意識の向上を図ります。
・山崩れ予知監視システムの一部更新と市設
置の雨量計更新を行います。
・災害時に災害対策各班が有効に機能するよ
う体制の見直しを行います。

・平成28年度には伊賀市地域防災計画「風
水害対策編」等の見直しを行い、伊賀市の
防災対策の方針が示されることにより、市
民が安全安心して暮らせるよう努めます。
・訓練で判明した課題を克服できるよう災
害対策本部体制の一部見直しなどを実施
します。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
・伊賀市地域防災計画「震災対策編」の修
正が完了することができましたが、伊賀市
地域防災計画「風水害対策編」等を策定す
ることができませんでした。伊賀市の防災・
減災につなげていく必要があります。
・山崩れ・地すべり監視装置のシステムの
演算処理装置及び電話応答装置を改修
し、雨量計も更新しました。これで昨年から
の不具合の原因は克服されましたが今後
は改修した以外のところのが老朽化により
不具合が生じた場合の対応を検討する必
要があります。
・職員を対象とした災害本部がスムーズに
機能が計られるよう図上訓練を行いまし
た。今後は訓練で判明した課題を克服する
必要があります。

平成28年度
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(続紙)

82 81

0

0

10,198

15,842

0

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

05 3

02

04 ↑

3,824

伊賀市地域防災計画推進事
業(01-02-01-19-153-54)

防災ハザードマップ作成推
進事業(01-02-01-19-153-
55)

事業概要

01 1,218

0

(千円)

06

0

1,280

施策

H28
予算

自主防災組織を対象に要綱に基づき活動に対する助成を行う。

災害対策基本法に基づき設置している「伊賀市防災会議」を開催
し、伊賀市地域防災計画及び伊賀市水防計画の見直しを行う。

防災マップや土砂災害ハザードマップ、洪水ハザードマップ等を作
成・配布し、市民への周知啓発を図る。

災害が発生若しくは発生が予測されるときに、市民、観光客、他市
からの来訪者を避難所へ誘導するため、誘導標識を設置する。

災害発生時や緊急時に対応するため、災害時備蓄食料、備蓄資
機材を購入し、非常時に備える。

地域防災計画に基づく住民自治支援単位地区内にある「拠点避
難所」及び災害時に孤立する恐れのある地区に防災倉庫（保管
庫）を設置し、非常時に備える。現在予定なし。

災害対策本部の運営に必要な各種防災システムの維持管理や本
部設置時における事務局運営を行う。

国民保護法に基づき設置している「伊賀市国民保護協議会」を開
催し、伊賀市国民保護計画の修正を行う。

山崩れ・地すべり監視地域への警戒情報や避難所周辺の方への
避難所誘導を確保する。

38,93635,622

2,530

1,361

794

6,170

16,529

136

避難所誘導標識等設置推進
事業(01-02-01-19-153-56)

2

27
重
点

事務事業名

自主防災組織活性化促進事
業(01-02-01-19-153-52)

28
重
点

2101 さまざまな災害を想定した体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

↑

03 2 ↑

0

0

→13,87909

07

08

↑
防災資機材整備推進事業
(01-02-01-19-153-58)

防災基盤備蓄倉庫整備推進
事業(01-02-01-19-153-59)

災害対策本部等運営経費
(01-02-01-19-153-61)

国民保護対策経費(01-02-
01-19-154-51)

1

3

1

3

1

3,700

皆減0

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

全国各地で災害が発生したことを受けて、国や県で想定されている被害想定をもとに、伊賀市地域防災計画の見直し
を行い、計画期間に完了します。

伊賀市地域防災計画が完了することで、災害に備えて計画に基づいた訓練を実施し、市民が安全に安心して暮らせる
まちづくりにつなげます。

中
間
総
括

↑

0

→16,401

34,442

13,5392
防災関係経費(01-02-01-
19-153-01)

↓1,436

61



成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

避難行動要支援者名
簿情報提供同意率
（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

避難行動要支援者対象
者に占める関係機関等
への情報提供に対する
同意者の割合

H28目標 65.0

市
民
意
識
調
査
結
果

重点化

21

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
平成２３年度より、災害時の支援のため、災害
時要援護者名簿を作成し、住民自治協議会、
民生委員へ配布したが、災害時の支援には
地域（隣近所）の支援が必要であり、名簿のあ
りかたに課題があります。また、法定事務に
なったことから事務分掌の明確化が必要で
す。

名簿の記載内容について検討、見直しを行う
とともに、地域での支援体制構築に向けた取
組を行います。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2102
災害時に援護や配慮が必要な人たちを支援する
体制づくり

評価責任者・役職名 危機管理監　加藤　敦

名称 連絡先

政策名等
自然災害や重大な事故などさまざまな事象に備
え、安心して暮らせるまちづくり

300100 総合危機管理課 0595-22-9640

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

生後を通じた自助、共助の体制づくりを進めます。特に避難行動要支援者名簿を充実させ、それを活用した地域での防災・減災対策を推進しま
す。

現在作成している災害時要援護者名簿を避難行動要支援者名簿として位置付け、引き続き適切に更新するとともに、地域や関係機関との情
報共有及び協動により素早く安全に避難できる体制づくりを支援します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
・避難時要支援者名簿として作成・整備するう
えで、名簿登載者全員に登載することの確認
が必要です。
・名簿を住民自治協議会、民生委員に配布し
てきましたが、地域内で活用方法についての
啓発が必要です。また、名簿を必要としない地
域も見受けられることから、配付する範囲につ
いても検討を行います。
・システムのハード、ソフトともにリース期間が
満了することにあわせ、新制度に対応したも
のに更新を行います。
・今後、対象者が増加することや明らかに自力
で避難できるであろう方まで登載されているこ
とから、対象者の範囲について検討が必要で
す。

・名簿対象者、支援体制等を見直し、災害時
要援護者避難支援プランの改訂を行います。
・改訂後の支援プランの周知と、支援体制構
築のため地域での訓練に取り入れるよう啓発
します。

地域住民や関係団体との協議を行い、新
制度を構築し、地域での災害時の利用を想
定した訓練での利用など地域への啓発を
行います。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
・平成27年度も住民自治協議会や民生委
員に避難行動要支援者名簿（＝災害時要
援護者名簿）を配布しました。配布を希望さ
れた住民自治協議会とは、個人情報保護
に係る誓約書の交換をして、名簿を保管し
ていただく住民自治協議会が増えていく傾
向にあります。今後も名簿の配布に至って
いない住民自治協議会地域への啓発を実
施する必要があります。
・避難行動要支援者名簿（＝災害時要援護
者名簿）作成のシステムのハード・ソフトと
もにリース期間終了に伴い、新たにハード・
ソフトのリースを更新しました。
・支援に係る新制度については、課題解決
に時間を費やし、平成27年度内に構築でき
なかったため、早急に取り組む必要があり
ます。

平成28年度
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(続紙)

503 0

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02
災害救助経費(01-03-06-
01-238-51)

事業概要

01 1 1,495

(千円)

1,683

施策

H28
予算

災害時の避難にあたって支援が必要となる高齢者等の要援護者
を特定し、地域において災害情報の提供や避難の手助けなどの
支援を素早く安全に行うため、個別避難支援計画の策定を行う。

・「伊賀市災害弔慰金の支給等に関する条例」に基づく支援

1,9982,189

503

1

2

27
重
点

1

事務事業名

災害時要援護者支援対策経
費(01-02-01-19-153-63)

2

28
重
点

2102 災害時に援護や配慮が必要な人たちを支援する体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

2 →

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

計画期間中にはほぼ目標値に達成する見通しとなっています。

民生委員児童委員連合会等の団体と課題解決に向けて協議を重ね、実態に即した新しい制度を構築していきます。

中
間
総
括

1,683

→1,686

63



成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

孤立地区への通信手
段整備率（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

災害時孤立地区への通
信設備の配備を進める

H28目標 100.0

市
民
意
識
調
査
結
果

効果検討

21

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
・孤立地域の電波調査を行った後、どの通信
機器が有効かを決定し、配備を行いました。
・防災行政無線設備の維持管理に努めていま
すが、アナログ仕様とデジタル仕様の施設が
あり、特にアナログ仕様の設備は設置後相当
の年数が経過し、機器の更新もむずかしい状
況にあります。

アナログ仕様の防災無線の代替として、現
在、整備している情報発信ツールの有効活用
を検討します。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2103
災害時における情報収集、伝達機能を確保する
施設整備の推進

評価責任者・役職名 危機管理監　加藤　敦

名称 連絡先

政策名等
自然災害や重大な事故などさまざまな事象に備
え、安心して暮らせるまちづくり

300100 総合危機管理課 0595-22-9640

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

孤立地区には無線が届きにくい地区も含まれるため、有効な通信手段の検討を行い、地域の協力を得て有事に対応できるよう通信手段の整
備を行います。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
・孤立地域の通信手段確保のため電波調査を
行った結果、MCA無線では通信できないポイ
ントが２箇所あり、かつ、代替となる有効な通
信手段が選定できませんでした。
・合併前に整備されたアナログ系の防災無線
に替わる、情報発信手段を整備する必要があ
ります。
・局地的な豪雨や危険箇所が点在しているこ
とから、現在、整備されている手段を含め、現
在の通信環境を考慮した情報発信手段の整
備とともに、地域から情報を収集する手段が
必要です。

・平成２７年度は残り１４の地域への無線設備
を整備します。
・アナログ仕様の防災行政無線の老朽化と、
情報伝達の正確性向上のため、市内全域を
対象とした防災行政無線整備計画を策定し、
計画に沿った整備を進めます。

・先進地視察などを行い、日々進化する技
術に対する情報をキャッチして、伊賀市に
最適な情報伝達手段を決定し、災害につよ
いまちづくりを行います。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
・当初24地区の孤立地区に対して平成26
年度と平成27年度の２ヵ年にわたり、20箇
所にMCA無線機を設置しました。残りの４
地区については、地形の関係でMCA無線
の電波が届きにくいため、別の設備を利用
することで孤立地区は解消されました。
・合併前に整備されたアナログ系の防災無
線に替わる情報手段を引き続き検討してい
きます。今後方針が決まれば、導入に向け
計画的に進めていく必要があります。

平成28年度

0%

10%

20%

30%

40%

50%

40% 50% 60% 70% 80% 90%

満
足
度 

必要度 

H26

H27

H28
0%

20%

40%

60%

80%

100%

H25H26H27H28

目標 

実績 

64



(続紙)

4,954 4,953

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02
防災行政無線（デジタル移
動系）整備推進事業(01-02-
01-19-153-62)

事業概要

01 1 17,448

(千円)

19,426

施策

H28
予算

非常時における情報伝達手段である防災行政無線の適正管理を
行う。

災害時に孤立することが想定される地区に、情報の途絶に対応す
るため無線機を配備する、

17,44827,034

0

1

2

27
重
点

1

事務事業名

防災行政無線維持管理経費
(01-02-01-19-153-60)

2

28
重
点

2103 災害時における情報収集、伝達機能を確保する施設整備の推進

26
重
点

コスト
の方
向

2 皆減

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

対象となった孤立地区全部には、MCA無線の配備には至りませんでしたが、別の手段を利用することで孤立地区として
の情報手段が確保されました。

アナログ系防災無線の平成34年停波に対応できる伊賀市に適した情報伝達手段の方針と計画的な導入が課題であ
る。

中
間
総
括

24,379

↓22,080
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

消防水利の充足率
（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

耐震性貯水槽及び消火
栓を計画的に設置した
充足率

H28目標 70.0

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

21

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
消防本部庁舎新築工事に伴う、消防救急無
線デジタル化による新システムの整備及び、
災害用車両（消防ポンプ自動車・救急車・特
殊車両）等の計画的な更新配備、併せて消防
水利の未充足地域への新設・更新配備を実
施しました。
　常備消防の消防力に直接及ぼす消防業務
遂行のため現場用品の購入・各種機器の点
検を実施しました。
　今後は、平成30年4月1日を目途に広域消防
の協議を推進する必要があります。
・現場作業用品等の購入については、経年劣
化等により早急に更新配備が必要です。

　多様化する住民ニーズと人口減少により、
消防署所の再配置を広域消防も視野に入
れ、効果的・効率的な研究・検討を進めます。
・消防救急無線デジタル化は、新庁舎整備の
遅れにより現在の庁舎で整備を行い、新庁舎
完成後に移設します。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2104 消防体制の強化推進 評価責任者・役職名 消防部局　消防長　松居　豊

名称 連絡先

政策名等
自然災害や重大な事故などさまざまな事象に備
え、安心して暮らせるまちづくり

220100 消防本部消防総務課 0595-24-9100

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

及び人員の適正配置を行うとともに、消防水利の整備と消防車両等の更新を計画的に行います。

いかなる災害にも対応できる防災の拠点としての庁舎整備や迅速かつ的確に出動、活動できるよう連絡・通信体制を確保するため、消防広域
化や通信指令室の共同運用の検討を行い、消防救急デジタル無線、高機能指令装置の整備を行うとともに、消防水利の整備と消防車両等の
更新を計画的に行います。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
･消防水利の充足率向上のため、耐震性防火
水槽５基を整備しました。
・新庁舎の実施設計が完了しました。
・消防救急デジタル無線については入札し３月
に本契約を交わしました。
･救助工作車と高規格救急車を更新配備しま
した。

・車両の更新は、現状と経年数を鑑みローリン
グを視野に行います。

・市民の安全安心に寄与するため、効率的
な車両の更新や装備の整備を進めます。
・消防整備計画に従い防火水槽等の整備
を進めます。
・新庁舎移転を確実に進めます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
･消防水利の充足率向上のため、耐震性防
火水槽１基を整備しました。
・消防救急デジタル無線整備を完了しまし
た。
・大山田分署にポンプ自動車を更新配備し
ました。
・中消防署の高規格救急車の更新配備が
必要です。
・新庁舎への移転を確実に実施します。

平成28年度
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(続紙)

31,982 31,321

143,080

0

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

05 1

02

04 3 →

659,614

国補消防施設整備事業(01-
09-01-03-398-51)

水防経費(01-09-01-04-
401-01)

事業概要

01 72,359

44,465

(千円)

06

211

81,831

施策

H28
予算

消防本部・署庁舎に係る経常経費や、消防業務遂行のための現
場作業用品の購入経費、各種機器の点検整備に要する経費。

消防車両・防火水槽等の更新整備に伴う経費。

水防活動時に使用する資機材を確保する。

消防救急無線デジタル化に要する経費。

消防本部庁舎新築工事に要する経費。

消防指令装置・デジタル無線設備・県防災無線等移設に要する費
用

伊勢志摩サミット消防特別警戒に係る経費。

774,845919,287

0

171

20,112

635,720

2,018

1
消防救急無線デジタル化事
業(01-09-01-03-398-55)

27
重
点

3

事務事業名

常備消防一般管理経費(01-
09-01-01-393-01)

28
重
点

2104 消防体制の強化推進

26
重
点

コスト
の方
向

2 皆減

03 →

143,079

201

07

→
消防本部新庁舎整備事業
(01-09-01-03-399-54)

消防本部新庁舎移転経費
(01-09-01-03-399-55)

サミット派遣経費(01-09-01-
01-685-01)

2 2

1

576,010

新規0

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

消防新庁舎移転を計画通り進めます。法で定められたデジタル無線整備は完了し、今後も消防整備計画に従い計画
的に消防水利・消防車両の更新を進めます。

広域化期限の平成30年4月1日までに消防の広域化の検討を行いつつ、計画的に整備していきます。

中
間
総
括

0

新規0

832,442

→84,400
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

救急救命士数（人）
指
標
名

指
標
の
説
明

救急救命士資格取得者
の採用及び救急救命士
資格取得研修への派遣

H28目標 42

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

21

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
・消防職務の遂行に必要な専門教育を充実さ
せ、その能力を発揮できる若い職員の人材育
成と、救急救命士資格取得研修及び資格取
得者の採用を行いました。
　豊富な知識等を兼ね備えた職員の退職が
見込まれる中、特に救急救命士有資格者の
研修は計画的な対応（受入機関の確保）など
が必要です。
・救急隊員及び救急救命士の病院研修では
医療機関の充実が必要です。

　救急業務の高度化を推進し迅速な対応がで
きるよう、三輪番病院をはじめとする医療機関
との連携を強化します。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2105 救急・救助体制の強化 評価責任者・役職名 消防部局　消防長　松居　豊

名称 連絡先

政策名等
自然災害や重大な事故などさまざまな事象に備
え、安心して暮らせるまちづくり

220300 消防本部消防救急課 0595-24-9115

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

ントロール体制の整備を図ります。

救急救命士の育成を年次的に進め、メディカルコントロール整備を図るとともに、救命講習を市民や事業所に対し普及推進します。また、救助
車両の整備や救助資機材の増強、隊員の専門知識の取得・育成に努め、県内、隣県との連携を図り、多様化する災害に迅速かつ的確に対応
できるように努めます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
救急体制の充実強化のため、2名を救命士研
修所へ派遣し資格取得また、26年度新規採用
者で救命士枠3名と一般枠採用後2名が資格
取得し合計7名の増員となりました。今後も、
救急体制の充実強化について、救急救命士
の養成と救急隊員の教育訓練を行い、医療機
関等との連携により、救急隊に対する指示、
指導、検証、教育体制を強化して救命率の向
上に努めます。

・救急救命士は消防職員からの資格取得と併
せて職員採用時に救急救命士枠を設け採用
に努めます。

・救急業務の処置拡大など高度化を推進
し、かつ病院実習や事後検証などのメディ
カルコントロールに従い、救急業務の高度
化を強化します。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
救急体制の充実強化のため、２名を救命
士研修所へ派遣し資格取得また、27年度
新規採用者で救命士枠２名の合計４名の
増員となりました。
　また、救命士の処置拡大認定者が31名と
増え、救急救命処置の拡大に伴い救急業
務の向上に努めます。

平成28年度
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(続紙)

11,405 11,363

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02
救急活動関係経費(01-09-
01-01-666-51)

事業概要

01 1 8,845

(千円)

10,475

施策

H28
予算

救急救命士養成経費や消防大学及び消防学校へ入校し専門的
知識、技術を身に付けるための経費。

救急業務に係る経常経費や、救急装備品購入に要する経費。

19,87521,911

11,030

27
重
点

1

事務事業名

消防職員研修経費(01-09-
01-01-395-51)

2

28
重
点

2105 救急・救助体制の強化

26
重
点

コスト
の方
向

2 →

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

計画に従い救急救命士を育成、消防学校教育で処置拡大救命士の増員を図り、市民の安全安心を強化します。

今後、市民の救急医療の一端を担う救命士や救急隊員教育は市民に対して大きく安心に寄与できることから今後も強
化します。

中
間
総
括

21,838

→10,506
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容

と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と

具体
的な
取組

消防団員の確保（人）
指
標
名

指
標
の
説
明

消防機械器具整備ととも
に、基本団員・支援団員
の入団促進を図り定数
1,510名の団員を確保す
る。

H28目標 1,510

市
民
意
識
調
査
結
果

重点化

21

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
消防団の各種教育訓練、女性消防団員の登
用等、地域防災の中核である消防団員の重
要性を広く啓発しました。取組内容としては火
災及び風水害等の自然災害活動と警察要請
による捜索活動にも従事しています。
　今後は、即時大量動員等の特性を活かした
各種災害への対応と、災害防除の広報活動
等により市民の安全・安心を守る活動を実施
します。

　「消防団を中核とした地域防災力の充実強
化に関する法律」の施行により、地域防災力
の向上を図るため消防団員の装備品や資機
材を計画的に整備するとともに、消防団員の
入団促進を推進します。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2106 非常備消防体制の充実強化 評価責任者・役職名 消防部局　消防長　松居　豊

名称 連絡先

政策名等
自然災害や重大な事故などさまざまな事象に備
え、安心して暮らせるまちづくり

220300 消防本部消防救急課 0595-24-9115

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

啓発活動を進められるよう女性団員の確保を推進します。

各種災害活動に対応するため、消防団員に対する教育訓練の推進、処遇改善、施設資機材の整備を図るとともに、活動意欲を喚起する体制
づくりを進めます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
 地域防災力の向上を図るため、消防団装備
品として、携帯型投光器、救命胴衣、メガフォ
ン及び発電機等を装備しました。
また、消防団員確保のため、各種催会等に参
加し、消防団員入団促進を図りました。
　消防団員確保としては、平成26年度目標に
わずかに達しませんでしたが、平成28年度ま
でには、目標定数に達するよう、さらに入団促
進に努める必要があります。

防災基盤整備事業
地域防災力の向上を図るため、消防団の小型
動力ポンプ及び装備品を更新配備します。

消防操法大会出場経費
平成28年度三重県消防操法大会に出場
し、消防団の技術向上と士気高揚を図りま
す。
防災基盤整備事業
地域防災力の向上を図るため、消防団のＩ
Ｐ無線を配備します。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
地域防災力の中核を担う消防団の活動推
進のため、消防団装備品として小型動力ポ
ンプ、救命胴衣、メガフォン、誘導灯などを
配備しました。また、日本消防協会から防
災活動車の寄贈を受け、普及啓発活動等
の広報車として活用し、消防団員確保のた
め、啓発訪問等各種催会等で、入団促進
を実施しました。平成２７年度は目標に達
することはできなかったものの支援団員の
確保が進みました。さらに入団促進に努め
る必要があります。

平成28年度
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(続紙)

0 0

18,667

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02

04 →

消防操法大会出場経費(01-
09-01-02-397-51)

防災基盤整備事業(01-09-
01-03-398-52)

事業概要

01 1 162,621

(千円)

24,166

132,078

施策

H28
予算

地域の安全・安心を守るため、市民で構成される消防団の管理運
営にかかる経費

消防操法大会は、総務省消防庁が定める「消防操法の基準」に基
づく火災消火を想定した基本操作の訓練で、２年に１度開催され
る。三重県大会で優勝し、全国大会へ出場することを目指す。

災害時に消防団が活用するIP無線を配備

防火水槽や消防ポンプ庫の修繕や原材料の支給、消防ホース乾
燥柱等の整備に伴う経費

205,219204,191

4,832

27,402

10,3642
市単消防施設整備事業(01-
09-01-03-398-53)

1

3

2

27
重
点

1

事務事業名

消防団本部管理経費(01-
09-01-02-397-01)

3

28
重
点

2106 非常備消防体制の充実強化

26
重
点

コスト
の方
向

3 新規

03 2 →

14,578

21,508

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

消防団員の確保において、大規模災害や昼間の消防活動を補完する支援団員（機能別団員）の入団促進を図るととも
に、消防団女性部の防火防災啓発活動時等における入団促進啓発を推進します。消防団協力事業所においては、消
防団活動に対する理解と協力をさらに働きかけると共に、夏期訓練、消防出初式などの機会を捉えてＰＲを実施し連携
を強化します。

多様化する災害に対応する消防団員の活動を活性化させるために、団員定数、団員報酬、安全装備品等について平
成30年４月までに検証、見直しを推進します。

中
間
総
括

168,164

→161,358

71



成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

交通安全教室参加者
数（人）

指
標
名

指
標
の
説
明

教室の参加人数

H28目標 45

市
民
意
識
調
査
結
果

重点化

21

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
市民の交通安全意識の高揚と交通マナーの
向上を図るため交通安全期間中の啓発活動
や高齢者の交通安全教室、交通事故相談な
どを実施しました。特に、高齢者の交通事故
死者数が全体の約半数を占めるところから高
齢者を事故から守る取り組みが必要です。

高齢者の交通安全教室の開催内容を見直す
とともに、子どもの見守り活動も含め、地域で
の交通安全の取り組みにつながるよう、住民
自治協議会との連携を検討します。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2107 交通事故ゼロをめざした取り組みの推進 評価責任者・役職名 人権生活環境部　部長　大橋　久和

名称 連絡先

政策名等
自然災害や重大な事故などさまざまな事象に備
え、安心して暮らせるまちづくり

100100
人権生活環境部市民
生活課

0595-22-9638

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

ていただくため、関係機関や団体と連携しながら、市民ぐるみで交通安全対策を推進します。

事故遭遇率が高い高齢者を対象に、交通安全ルールの遵守や交通マナー向上などの交通安全教育の推進や啓発の充実を図ります。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
市民の交通安全意識の高揚と交通マナーの
向上を図るため、交通安全期間中の啓発活動
を実施しました。また、高齢者の交通事故死
亡者数が多いことから、高齢者を対象とした交
通安全教室を開催しました。

高齢者の交通安全教室の参加者が少ないこ
とから、子どもの見守り活動も含め、地域での
交通安全の取り組みにつながるよう、出前講
座を実施します。

27年度は初めて地域での出前講座を開催
しましたが、高齢者をはじめ多くの方に参
加いただき、好評でした。今年度も住民自
治協議会等に呼びかけ、出前講座の開催
により地域での交通安全の取組みに繋げ
ます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
市民の交通安全意識の高揚と交通マナー
の向上を図るため、交通安全期間中の啓
発活動を実施しました。また、これまで高齢
者を対象とした交通安全教室を開催してい
ましたが、参加者が少なかったことから、２
７年度は住民自治協議会に呼びかけ地域
での交通安全出前講座を開催しました。

平成28年度
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(続紙)

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ 事業概要

01 1 5,190

(千円)

4,889

施策

H28
予算

交通安全運動期間中の啓発や地域での交通安全出前講座の実
施。市設置の駅前駐輪場の管理及び放置自転車等の撤去。月１
回の交通事故相談の実施。

5,1905,210

1

27
重
点

1

事務事業名

交通安全対策経費(01-02-
01-15-148-51)

28
重
点

2107 交通事故ゼロをめざした取り組みの推進

26
重
点

コスト
の方
向

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

交通事故は依然として多発し、特に高齢者の事故が多い。高齢者を対象とした交通安全教室を実施しても参加者が少
なかったため、地域での交通安全出前講座に変更した。

交通事故を無くすためには、高齢者だけに呼びかけるのではなく、子どもの見守り等も含め地域で交通安全に取り組む
よう引き続き啓発していく必要がある。

中
間
総
括

4,889

→5,210

73



成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

消費生活相談件数
（件）

指
標
名

指
標
の
説
明

窓口及び電話による相
談

H28目標 270

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組
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平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
悪徳商法を撲滅するため広報活動や出前講
座を実施しました。しかし、悪質巧妙化する犯
罪を通じて悪徳業者を絶対許さない姿勢が必
要です。

悪徳商法に対する正しい知識や必要な情報を
提供するため相談しやすい窓口対応に努める
とともに、出前講座等を積極的に行います。ま
た、振り込め詐欺などの犯罪行為に対しては
警察等関係機関と連携し、迅速な対応や市民
への注意喚起や周知に努めます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2108 消費者被害防止のための啓発等の充実 評価責任者・役職名 人権生活環境部　部長　大橋　久和

名称 連絡先

政策名等
自然災害や重大な事故などさまざまな事象に備
え、安心して暮らせるまちづくり

100100
人権生活環境部市民
生活課

0595-22-9638

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

談体制の充実を図ります。

相談スキルの向上に努めます。

悪質商法による被害の未然防止と拡大防止のため、相談者に対し必要な情報提供を行うとともに、出前講座実施などの啓発活動の充実を図り
ます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
消費者に正しい知識や情報を提供するため、
広報活動や出前講座を実施しました。また、ス
マートフォンの普及による若年層のネットトラブ
ルも多発しているため、学校への出前講座も
実施しました。

悪徳商法やクレジットなどの消費者相談は増
加傾向にあるため、更なる広報活動と出前講
座等を実施します。また、若者のネットトラブル
を未然に防ぐため、学校での出前講座など啓
発に努めます。

消費者被害を未然に防ぐため、消費生活
相談員のスキルを向上させ、相談窓口の
充実を図ります。また、高齢者の被害も多
いことから、地域や団体等に出前講座の開
催を呼びかけます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
悪徳商法やネットトラブルなどを未然に防
ぐため、消費者月間を中心に広報活動を行
い、年間を通して出前講座を実施しました。
また、法改正や制度の変更に対応できるよ
う消費生活相談員が研修を受講し、スキル
アップに努めました。

平成28年度

0%

10%

20%

30%

40%

50%

40% 50% 60% 70% 80% 90%

満
足
度 

必要度 

H26

H27

H28
0%

20%

40%

60%

80%

100%

H25H26H27H28

目標 

実績 

74



(続紙)

4,540 4,536

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02
防犯事業経費(01-02-01-
20-160-01)

事業概要

01 1 1,776

(千円)

1,751

施策

H28
予算

消費生活相談員による消費者トラブルや多重債務相談等を行う。
消費者トラブルを未然に防ぐため、出前講座の実施、リーフレット
やチラシによる広報、啓発を行う。

地域防犯における運営経費

6,2626,293

4,486

1

27
重
点

1

事務事業名

消費者行政事務経費(01-
02-01-20-159-01)

28
重
点

2108 消費者被害防止のための啓発等の充実

26
重
点

コスト
の方
向

→

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

啓発や出前講座を実施しているが、消費生活に係る相談は後を断たず、被害も多発している。悪徳商法や特殊詐欺な
どの手口やネットによるトラブルも巧妙化している。

消費生活相談員のスキルを向上させ、相談窓口を充実させるとともに、被害を未然に防ぐため、さらに啓発や出前講座
の実施を進める必要がある。

中
間
総
括

6,287

→1,753
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

浚渫実施箇所数
指
標
名

指
標
の
説
明

2013（平成２５）年度から
の河川の浚渫工事実施
総箇所数

H28目標 15

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組
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平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
・調整池管理業務では、賠償責任保険に加入
するとともに、外周フェンスの巡視や草刈作業
等を委託し保全・管理に努めました。
・河川の維持管理では、河川沿いの自治会の
協力を得て草刈作業委託と同燃料費の支給
を行いました。
・臨時河川等整備事業では、河川浚渫要望箇
所について、緊急性を判断し河川の掘削工事
を行いました。

（課題）
効率的な河川の掘削工事を進めるともに、河
川内に繁茂した葦等の刈取りは土砂堆積の
減少にも繋がるので、引き続き地元自治会の
協力を得ることが必要です。また、調整池の
管理では委託内容と所要経費を点検すること
が必要です。

・臨時河川等整備事業では、H25で里川の河
川改修を終え約４千万円程度の予算の圧縮
に繋げました。
・河川の浚渫については、緊急性を判断し水
質や生態系にも配慮して計画的に掘削工事
に取り組みます。また、河川内に繁茂する葦
等の草刈については燃料費支給等の制度を
さらに周知して、協力自治会の拡大に取り組
みます。
・調整池管理については、適正な委託業務と
なるよう、業務内容と所要経費の点検に取り
組みます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2109 河川環境の保全・整備 評価責任者・役職名 建設部　部長　清水　仁敏

名称 連絡先

政策名等
自然災害や重大な事故などさまざまな事象に備
え、安心して暮らせるまちづくり

190500 建設部建設１課 0595-43-2323

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

健全な水環境の構築に向けて、国・県との連携を図り水系全体としての取り組みを進めるなかで、川の水質や水生生物等の生態系にも配慮し
ながら危険箇所を中心に河川改修を進め、人びとの暮らしに密接なかかわりを持つ河川空間の保全・整備を図ります。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
・調整池管理業務では、施設周辺の草刈作業
や外周フェンスの点検・修理を行いながら、施
設の機能維持と転落防止等事故防止を図るこ
とができました。
・河川環境では、河川内の草刈作業を周辺自
治会の協力を得て維持管理に努めるととも
に、洪水防止のため河川内に堆積する土砂浚
渫について、緊急性等を判断して、４河川で浚
渫工事を行うことができました。今後は、草刈
協力自治会の拡大と浚渫工事においては、土
砂捨場を工事区間の近隣地で確保するよう努
める必要があります。

・臨時河川等整備事業では、河川の浚渫工事
について、洪水による氾濫防止のため重点的
に取り組みます。また、工事の際、一時的に濁
水が発生するため、水生生物等の生息環境を
考慮して沈砂地を設けるなどの対策を組合わ
せて、濁水の発生防止と水質等を守り工事を
進めます。
・調整池管理業務では、適期に草刈作業を行
えるよう作業計画を立てるなどして、ゴミの不
法投棄が施設周辺で発生しないよう実施しま
す。

・調整池管理では、施設が洪水調整能力を
果しているため、確実に管理を行い不良化
所を発見した場合は、迅速な修繕に務めま
す。
・河川の浚渫工事では、極力濁水を発生さ
せないよう工事用仮設を設けると共に水生
生物等の生息環境の保全に務めます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）

・地域要望や自治会要望を受け、現地調査
の上、土砂の堆積状況や雑草の繁茂状態
を総合的に判断して、４河川において浚渫
工事を行い、治水対策を進めました。
・浚渫工事に伴う残土処分場の確保が問
題となってきました。国直轄区間、県管理、
市を問わず処分場の確保による効率的な
浚渫工事を進めるため、引続き処分場確
保に取組む必要があります。
・調整池管理では、引続き適期に草刈業務
を発注すると共に、必要に応じ外周フェン
スの点検・補修に務めることができました。
・準用河川等の草刈では、１６地区の協力
を得て除草作業に取組むことができまし
た。地域の高齢化が進んでいますが、作業
の継続と新規作業協力地区の拡大を図る
必要があります。

平成28年度
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(続紙)

103 102

10,535

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

05

02

04 1 ↓

30,688

河川維持経費(01-08-03-
03-355-04)

調整池管理業務経費(01-
08-03-03-355-05)

事業概要

01 2 2,221

(千円)

3,286

2,175

施策

H28
予算

青山工業団地調整池敷地の草刈（年１回）

河川の草刈業務の自治会委託にかかる燃料費支給・地区委託料
等経費

大沢調整池ほか工業団地、住宅団地調整池の巡視点検、草刈、
清掃等委託

洪水による氾濫防止や河川環境の保全を図る。
土砂浚渫等工事費、河川等改修工事費

三田地区内に排水ポンプ設置
大戸川小田排水機場に排水ポンプ設置

113,79546,738

103

3,264

4,300

103,907

1
臨時河川等整備事業(01-
08-03-03-632-51)

3

3

2

27
重
点

2

事務事業名

青山工業団地調整池管理業
務経費(01-08-03-03-355-
03)

3

2

28
重
点

2109 河川環境の保全・整備

26
重
点

コスト
の方
向

3 →

03 2 →

11,001

2,764

↑
事務管理経費(01-08-03-
02-280-01)

1 30,192

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

浚渫河川目標15箇所としていたところを14箇所で実施することができた。特に25年度の三田高砂地区の大規模浸水被
害の経験から、内水排水対策として排水ポンプ車の購入や固定式排水ポンプの設置整備を計画的に押し進めた。ま
た、平成27年3月には、川上ダム事業の第3回事業計画変更が国土交通省に認められ、同年6月には上野遊水地の運
用開始が始まるなど浸水の危険排除が進んだ。

河川の氾濫による浸水被害の軽減のため、各地域から浚渫工事を求める要望が届けられている状況にあり、引続き浚
渫工事に取組む必要がある。特に国直轄区間、県及び市管理河川について、浚渫土砂の処分場確保は喫緊の課題
で、地域の協力を得て工事箇所に近い場所で処分場を確保して、工事費の縮減を図る必要がある。また、工事に際し
て出来るだけ濁水を発生させないこと、水生生物等の生息環境を守り環境負荷を軽減する必要がある。

中
間
総
括

46,234

→2,126
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

河川の環境基準達成
率（%）

指
標
名

指
標
の
説
明

環境基準達成率100%を
維持することを目標値に
設定

H28目標 100

市
民
意
識
調
査
結
果

効果検討

22

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
不法投棄は、人目につかない山林等に監視カ
メラや看板を設置したり監視パトロールを実施
するなどの対策を講じ一定の抑止効果はある
が広範に及ぶ市域一円を監視することは困難
です。また、新たに残土と称し廃棄物を混入す
る事案も発生してきてその対策が急務です。

不法投棄の防止対策は行政だけでは限界が
あります。住民の「監視の目」が必要なところ
から各住民自治協議会を通じ監視の強化や
不法投棄防止にともなう取り組み状況などの
聴き取りを定期的に行ない、箇所の把握とパ
トロールの強化を図ります。また、残土問題に
ついては、関係部署と横断的な検証を行ない
ながら有効な対策を検討します。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2201 環境保全意識の高揚・啓発 評価責任者・役職名 人権生活環境部　部長　大橋　久和

名称 連絡先

政策名等 自然を守り、自然と調和したまちづくり 100200
人権生活環境部環境
政策課

0595-20-9105

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

な自然環境を積極的に保全します。

境にやさしい社会の実現をめざします。

市民・事業者・行政の各主体が温室効果ガスの排出抑制などに取り組むとともに、地球環境問題に関する情報提供や意識啓発を行います。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
産業廃棄物最終処分場の放流水検査や悪臭
測定を実施し、環境保全のため、花垣地区環
境対策促進協議会を開催しました。
環境マネジメントシステムについて、庁内で推
進に努めました。

温暖化対策実行計画が26年度で終了したた
め、27年度において28年度以降の地球温暖
化対策実行計画を策定することで、庁内での
意識高揚とCO２排出量の削減を進めます。
また、河川の水質検査など環境の保全に努め
ます。

2015(H27)年度に策定した「伊賀市地球温
暖化対策実行計画（事務事業編）」に基づ
き、市役所の業務において排出される温室
効果ガス（二酸化炭素）の排出削減を進め
る。
また、検査機器の老朽化に対応して、検査
業務の委託を進める。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
産業廃棄物最終処分場及びゴルフ場排水
など市内河川の水質検査、花垣地区の環
境調査などを実施した。
また、産業廃棄物最終処分場周辺におい
て環境整備事業を行った。
市役所内の業務から排出される温室効果
ガスを削減するため、伊賀市地球温暖化
対策実行計画(事務事業編)〔計画期間：
2016年度～2020年度〕を策定し、2007年度
を基準年として2020年度までに市の業務か
ら排出するCO2を20%削減することをめざ
す。
久米川については、1993(H5)年に生活排
水対策重点地域に指定され、久米川の環
境を取り戻すため、流域排水対策推進協
議会が設立して流域自治会が一体となった
活動に取り組んでいる。2015(H27)年度か
らは、往古川をきれいにしよう会にも呼び
掛けて生活排水セミナーを開催。

平成28年度

0%

10%

20%

30%

40%

50%

40% 50% 60% 70% 80% 90%

満
足
度 

必要度 

H26

H27

H28
0%

20%

40%

60%

80%

100%

H25H26H27H28

目標 

実績 

78



(続紙)

621 443

6,762

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02

04 ↓

生活排水対策事業(01-04-
01-03-254-52)

産業廃棄物最終処分場周辺
環境整備事業(01-04-01-
03-254-56)

事業概要

01 1 71,989

(千円)

15,000

111,232

施策

H28
予算

環境保全意識の高揚・啓発

1993年に、久米川流域が生活排水対策重点指定地域に指定され
たことに伴い、久米川流域生活排水対策推進協議会を設置し、街
頭啓発や久米川流域の河川美化活動に協働して取り組む。

産業廃棄物最終処分場の立地地域において、環境基盤整備を支
援し、施設立地地域の環境改善に寄与することを目的とする。（三
重県産業廃棄物最終処分場周辺環境整備補助金交付要領）

市内の環境保全対策に取り組むため、水質・悪臭等の検査分析
機器、施設の保守点検を実施。企業等に騒音、振動計の貸し出
し。

94,253134,716

637

15,000

6,627
環境センター維持管理経費
(01-04-01-03-255-01)

1

2

3

27
重
点

1

事務事業名

環境保全対策事業(01-04-
01-03-254-51)

2

28
重
点

2201 環境保全意識の高揚・啓発

26
重
点

コスト
の方
向

→

03 2 →

6,160

14,550

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

再生の視点とされた、本市のかけがえのない自然環境を大切にし、次代に継承するための取り組みとして、市民向け
の環境学習を推進したほか、河川の水質調査、ゴルフ場排水や産業廃棄物最終処分場周辺の環境調査を実施して、
良好な環境の保全に取り組んだ。

第２次再生計画（仮称）においては河川水質の調査などを実施して、良好な環境を保つよう引き続き環境調査を行う。
公共施設最適化に基づいた取り組みとして、さくらリサイクルセンターの動向を勘案しつつ、環境センターの縮小（廃止）
に向け、業務の委託などを進める。

中
間
総
括

132,385

↑112,333

79



成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

地球温暖化防止に向
けた事業・普及啓発セ
ミナーの参加者数（人）

指
標
名

指
標
の
説
明

省エネルギー・新エネル
ギーの導入促進を啓発
するため、参加者数を目
標値に設定。

H28目標 100

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

22

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
地球温暖化防止計画に基づき資源の有効活
用や環境への負荷を低減するため、また、自
然エネルギー導入促進を促すための地球温
暖化防止に向けた普及啓発セミナーを開催す
ることができました。今後は、市民、事業者が
新エネルギーに対する知識と実効性を高める
ための支援が必要です。

市民、事業者に対して新エネルギー導入促進
の普及を図るため積極的な啓発事業とセミ
ナーの開催回数を見直します。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2202 地球温暖化防止に向けた取り組みの推進 評価責任者・役職名 人権生活環境部　部長　大橋　久和

名称 連絡先

政策名等 自然を守り、自然と調和したまちづくり 100200
人権生活環境部環境
政策課

0595-20-9105

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

ギーの地産地消を推進するために、住民・事業者へ新エネルギーに関する情報を提供し、普及促進を図り、地域、事業者、行政が連携すること
で、持続可能な社会をめざします。

資源の有効利用を推し進め、環境への負担を低減するため、省エネルギー行動を実践するとともに、自然エネルギーなどの新エネルギーの有
効活用を図ります。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
環境セミナーを開催して、廃棄物の適正な処
理について学習を行いました。市内住民自治
協議会などから参加がありましたが、参加人
数を増やすことで環境に対する正しい知識を
持ち、地域での環境活動への取り組みを促進
する必要があります。

市民、事業者に対して新エネルギー導入促進
の普及を図るため、啓発事業やセミナーなど
への参加を促進します。

予算費目をEMSから地球温暖化防止対策
に改め、対象を庁内以外にも向けたものと
した。
市民向けの啓発や研修などを実施して、新
エネルギーや省エネルギーに対する理解
を促進します。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
環境ツアーにおいては、市民を対象として
地域で小水力発電に取り組む事例を学ん
だ。
また、市役所庁内における省エネルギーと
新エネルギー導入を推進するため、伊賀市
地球温暖化対策実行計画(事務事業編)を
策定した。この計画を推進するには初期投
資を伴うことが課題である。

平成28年度
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(続紙)

0 0

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02
地球温暖化防止推進事業
(01-04-01-03-254-62)

事業概要

01 1 0

(千円)

25

施策

H28
予算

環境基本計画、地球温暖化防止対策実行計画の進捗管理し、全
庁、全職員を対象に環境に有益な行動に取り組んでもらい、エネ
ルギー使用量削減に取り組む。

地球温暖化防止対策実行計画の進捗管理と新計画を策定し全庁
が環境に有益な行動を行うことで、ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量削減を図る。環
境市民保全会議の活動支援などにより環境保全を促進する。

1,35350

1,3531

27
重
点

1

事務事業名

伊賀市環境マネジメントシス
テム（ＥＭＳ）推進事業(01-
04-01-03-256-01)

28
重
点

2202 地球温暖化防止に向けた取り組みの推進

26
重
点

コスト
の方
向

新規

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

市民と市が一体となって、良好な環境の保全、環境にやさしい循環型社会の形成する取り組みとして、伊賀市環境保
全市民会議などと共催による環境ポスターコンクール、環境セミナーや環境ツアーを実施して環境に対しての市民意識
の高揚を図った。
また、市役所内の事務事業から発生する温室効果ガスを削減するため、温対法に基づき「伊賀市地球温暖化対策実
行計画（事務事業編）〔計画期間：2016(H28)年度～2020（H32）年度〕を策定した。

第２次再生計画（仮称）においても、「地球温暖化防止に向けた取り組みの推進」を継続して、市民と市が協力して取り
組みを進めます。
伊賀市地球温暖化対策実行計画を実効性あるものとするため、庁内研修などの取り組みを実施するとともに、機器更
新等の際は省エネルギーに配慮した機器を導入するよう各部署が心がけます。

中
間
総
括

25

皆減50

81



成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

不法投棄防止対策処
理件数（件）

指
標
名

指
標
の
説
明

再度、不法投棄されない
よう防止対策を講じた件
数

H28目標 5

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

22

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
・地域からの通報等により、地域と協働で不法
投棄の処理にあたりました。
・体制づくりにあたり、各地域における不法投
棄の状況や取組状況を把握する必要があり
ます。
（防止対策）
・柵設置　１件　・看板設置　７６ヶ所（１６地区）
（協働処理）
・１０件

・住民自治協議会に対し聞き取り調査を行い
ます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2203 不法投棄をさせない、されない体制づくり 評価責任者・役職名 人権生活環境部　部長　大橋　久和

名称 連絡先

政策名等 自然を守り、自然と調和したまちづくり 100800
人権生活環境部廃棄
物対策課

0595-20-1050

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

不法投棄を根絶するため、市民と行政が協働して不法投棄物の処理にあたるとともに、各地域の要望により必要な場所に監視カメラの設置を
行い、、不法投棄をさせない監視体制を構築します。

不法投棄の実態を把握し、投棄物から投棄者を特定するとともに、不法投棄の再発防止に努めます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
　市内全住民自治協議会に対し、不法投棄や
環境美化に対する各地域での取組状況の聞
き取り調査を実施しました。
・各地域それぞれ、不法投棄に対する意識や
取組のレベルに差があります。
（防止対策）
・柵設置　１件　・看板設置　１００ヶ所（１６地
区）
（協働処理）
・１４件

・調査内容から、地域それぞれの課題を考察
し、地域と協働し解決を図ります。

・各自治協と相談しながら、監視カメラの設
置を行って行きます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
・地域からの通報等により、地域と協働で
不法投棄の処理にあたるとともに、平成２７
年度末に監視カメラの購入を行い、２８年
度に各自治協と相談しながら設置箇所を決
定し、不法投棄の抑制に努めていきます。
（防止対策）
・柵設置　１件　・看板設置119ヶ所（２１地
区）　　（協働処理）
・２３件

平成28年度
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(続紙)

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ 事業概要

01 9,583

(千円)

8,425

施策

H28
予算

9,5839,085

27
重
点

事務事業名

不法投棄防止事業(01-04-
01-03-254-61)

28
重
点

2203 不法投棄をさせない、されない体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

伊賀市所管の道路等や公共施設等における不法投棄の防止及び回収については、環境パトロール及び各市民セン
ター等の連携の下、協働で回収し処理を行っているが、なかなか減少傾向に向かっているとは言えない状況である。

この施策については、伊賀市の生活環境の保全のため、必ず続けていかなければならない施策であると考えるので、
今後不法投棄の防止を強化するため、監視カメラの有効な設置を計画して、不法投棄防止に努めていかなければなら
ない。

中
間
総
括

8,425

↑9,085
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

可燃ごみ適合率（％）
指
標
名

指
標
の
説
明

排出された可燃ごみ分
析における適合の割合

H28目標 90.0

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

23

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
不法投棄の防止を図り適正なごみ処理を進
めるため、粗大ごみの戸別収集の実施や国
内での再生資源の有効な活用を図るため小
型家電の収集事業を開始しました。しかし、ご
みの処理体系については、北部と南部に分散
されており、市民サービスに大きな変動はな
いものの処理体系の一本化が求められます。

伊賀市における廃棄物のあり方検討会の答
申内容として、ごみ処理の効率性、経済性の
観点から、名張市との広域処理が望ましいと
の提言を受け、伊賀市・名張市・伊賀南部環
境衛生組合とで伊賀地域循環型社会形成推
進計画を策定するとともに、伊賀市一般廃棄
物処理基本計画についても策定を進めます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2301 効率的な収集ができる体制づくり 評価責任者・役職名 人権生活環境部　部長　大橋　久和

名称 連絡先

政策名等 環境に配慮した生活環境が整うまちづくり 100800
人権生活環境部廃棄
物対策課

0595-20-1050

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

市民にわかりやすい分別区分と、排出量に合った収集回数を定めるとともに、粗大ごみの戸別収集、小型家電リサイクル法にかかる拠点収集
のあり方を検討します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
伊賀北部では、平成26年４月から粗大ごみ戸
別収集（一般収集）事業（３月末実績6,032点
収集）を、平成26年７月から使用済み小型家
電リサイクル拠点収集事業（３月末実績1，547
点収集）を実施しています。しかしながら、収
集した粗大ごみのうち軽微な修繕を施し再商
品化できたものは、33点（うち販売数22点）で、
全体の0.6％（0.4％）に留まっています。また、
小型家電においては、拠点収集したものに施
設でピックアップしたものを併せて売払いを
行っているが、市の収入となったのは、50.75
ｔ、659,750円であります。拠点収集した小型家
電のうち高品位品目は59％、低品位品目は
41％となっています。

家庭から処理施設への排出が困難な粗大ご
みの不法投棄防止や粗大ごみとして排出され
た家具類をリユースすることによりリサイクル
を促進し、小型家電に含まれるレアメタルなど
の貴重な資源を国内で有効活用し循環型社
会の形成を促進するため、広報紙、ＨＰやケー
ブルテレビ等でより一層市民に向けて各事業
の利用促進を啓発していく必要があります。
平成26、27年度に策定する一般廃棄物（ご
み・生活排水）処理基本計画においても、ごみ
減量とリサイクルを促進する方向性を示してい
きます。

・資源の処理は相場に大きく影響を受けま
すが、今後も現在の分別区分と方法を継続
することで、循環型社会の形成に寄与して
いきます。また、平成27年６月の「水銀によ
る環境の汚染の防止に関する法律」の公
布に伴い、水銀の使用用途等が制限され
ることから、水銀使用廃製品の適正な回収
と処分について取り組んで行きます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
・使用済み小型家電のリサイクルについて
は、施設に搬入された金属類からピック
アップしたものと、拠点収集事業によって回
収したものと合わせて、平成27年度は72ｔを
93,3000円で、市の収入としました。ただ、
現況においては全国的に相場の下落、輸
送コストの拡大、人件費の高騰等により平
成28年度の入札結果が有償ではなく、逆に
処理手数料を負担しなければならない状況
となっています。しかし、「小型家電リサイク
ル法」の趣旨に基づき処理手数料を負担し
てでも貴重な資源の確保、廃棄物の適正
処理に努めなければなりません。当市にお
いても次年度の硬プラ革製品の入札につ
きましては成立せず、今後ＲＤＦ化しなけれ
ばならない状況となっています。

平成28年度
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(続紙)

382,548 381,246

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02
ごみ収集経費(01-04-02-
02-262-01)

粗大ごみ戸別収集事業(01-
04-02-02-262-52)

事業概要

01 1 5,091

(千円)

7,402

5,240

施策

H28
予算

一般廃棄物処理基本計画の策定

一般廃棄物の収集運搬業務

粗大ごみの戸別収集業務
受付業務（委託）

406,633395,334

395,892

5,650

27
重
点

1

事務事業名

清掃管理経費(01-04-02-
01-260-01)

2

3

28
重
点

2301 効率的な収集ができる体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

2 →

03 3 →7,198

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

　できるだけ資源化ごみを収集するため、ごみの分別については、「資源・ごみ分別ガイドブック」を新たに作成し、平成
26年度から容器包装プラスチックを月２回から週１回に、粗大ごみの収集を玄関前まで回収する一般収集の実施及び
小型家電については拠点回収を行い、貴重な資源の確保、廃棄物の適正処理に努めている。

　今後も、循環型社会の形成に寄与するため、分別できるものは分別するように指導しながら事業を継続していく必要
があります。また、「水銀による環境の汚染の防止に関する法律」の施行に伴う拠点回収を新たに実施して行きます。

中
間
総
括

393,684

→5,384
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

ごみの資源化率（％）
指
標
名

指
標
の
説
明

搬入された総ごみ量か
ら資源化した量の割合

H28目標 63.0

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

23

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
資源化ごみの収集及び粗大ごみの有効活用
を推進しごみ減量対策に努めています。しか
し、市民のごみ減量に対する意識が不十分で
あります。また、さくらリサイクルセンターでの
維持管理経費が増大しています。

平成26年10月から可燃ごみの指定ごみ袋料
金を改定し一層のごみに対する分別指導や
啓発を促します。ひいては、機器の維持経費
の削減にもつながると考えます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2302
ごみ減量及び資源のリサイクルを推進する体制
づくり

評価責任者・役職名 人権生活環境部　部長　大橋　久和

名称 連絡先

政策名等 環境に配慮した生活環境が整うまちづくり 100800
人権生活環境部廃棄
物対策課

0595-20-1050

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

ごみの減量化をさらに進めるために、広報紙や出前講座により4Rを推進するとともに、資源のリサイクル、指定ごみ袋の有料化についても拡大
する方向で再検討します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
・分別区分や出し方を変更し、各自治会で説
明会を実施し、ごみの減量、リサイクルについ
て啓発を行いました。
・平成26年10月から指定ごみ袋制度の改定を
実施しました。

ごみを正しく分別することが資源化率の向上
につながることから、地域や各種団体へのご
み分別の出前講座の実施やさくらリサイクル
センターで可燃ごみや資源ごみの処理工程や
手選別の状況を実際に見てもらい、ごみ処理
に係るコストや分別の必要性を認識してもら
い、市民のごみの分別意識の一層の高揚を
図ります。
また、広報紙、ＨＰやケーブルテレビ等でも併
せて分別の必要性について啓発していく必要
があります。

・青山地区の旧ごみ袋については、不法投
棄等回収ごみ袋に使用していくため、要綱
の整理と自治協等の説明を実施していく計
画をしています。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
・ゴミ袋改定に伴う旧ごみ袋の在庫処理に
ついて、経費削減のため差額シールを作
成して対応を行い、平成２７年３月末時点、
大・中・小合わせて１２９万４千枚の在庫
が、平成２８年２月末時点で、３８万４２０枚
まで減少しているため引き続き実施してい
きます。

平成28年度
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(続紙)

111,747 108,791

4,436

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02

04 →

資源化ごみ処理及び施設維
持管理経費(01-04-02-02-
264-51)

ストックヤード維持管理経費
(01-04-02-02-264-52)

事業概要

01 2 41,899

(千円)

3,629

24,099

施策

H28
予算

一般廃棄物の減量・リサイクル及び地域環境美化の推進

金属ごみ、ビン、アルミ缶、容器包装プラスチックを処理して資源と
して売却

収集した紙、布類を処理業者(買取業者)が引き取るまでの間保
管｡

石､ﾌﾞﾛｯｸ､煉瓦､瓦､砂などを埋立処理｡

189,311144,895

138,226

3,983

5,203
不燃物処理及び施設維持管
理経費(01-04-02-02-265-
51)

2

1

3

27
重
点

2

事務事業名

一般廃棄物減量等推進事業
(01-04-02-01-260-51)

1

3

28
重
点

2302 ごみ減量及び資源のリサイクルを推進する体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

1 →

03 3 →

4,162

3,478

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

平成２６年１０月からごみ減量対策の一つとして、指定可燃ごみ袋の金額を改定した結果、想定外の旧ごみ袋の在庫
が発覚してきたため、急遽差額シールを作成して対応したことで市民の混乱を生じさせたことが反省材料である。

在庫の旧ごみ袋を平成２８年度上半期中に消費できる方向であるのと、旧青山地区のごみ袋の有効活用のため「不法
投棄等回収袋制度」を創設しながら、資源化ごみの収集及び粗大ごみの有効活用をより一層推進し、ごみ減量対策に
努めていきます。

中
間
総
括

140,530

→25,083
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

一般廃棄物処理施設
整備計画進捗率（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

2020(平成32年度)から
のごみ処理を行うため
の施設整備を行なう

H28目標 100.0

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

23

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
伊賀北部地域の可燃ごみを処理しているさく
らリサイクルセンターRDF化施設の使用期限
が平成32年末までとされていることから、平成
33年度以降の可燃ごみ処理のあり方等を検
討するため、「伊賀市における廃棄物処理の
あり方検討委員会」において検討を行いまし
た。市の財政状況を勘案すると、伊賀市単独
でごみ処理施設を維持することは困難な状況
であることから、将来のごみ処理の広域化に
向けて名張市との協議が必要となります。ま
た、広域化処理ができるまでの間、民間処理
をすることが妥当であるとされており、その開
始時期についても検討が必要となります。

可燃ごみ処理の民間委託については、開始
時期の前倒しも考えられることから、RDF事業
からの脱退を視野に入れて脱退負担金の試
算を行います。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2303 ごみ処理施設のあり方を検討する体制づくり 評価責任者・役職名 人権生活環境部　部長　大橋　久和

名称 連絡先

政策名等 環境に配慮した生活環境が整うまちづくり 100800
人権生活環境部廃棄
物対策課

0595-20-1050

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

将来の廃棄物処理のあり方について、広域処理を視野に入れて、処理エリア、施設規模を算出し、あらゆるケースを想定して経済性、安全性、
安定性などを比較して、検討します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
あり方検討委員会の答申を踏まえ、民間委託
等の際にかかる三重県RDF運営協議会脱退
負担金2,500,000千円(試算額28年度～32年度
分)も視野に入れ、RDF化施設との費用対効果
を検証しました。

三重県RDF運営協議会において、平成29年度
から32年度までの４ヵ年の負担金割合が決定
されるため、最終年度までRDF化処理を行う
のか、それまでに民間委託を開始するのか今
年度判断していきます。

・平成２８年度から３２年度までの間におい
て、どの時点でＲＤＦ化処理から脱退する
のか再検討し、民間処理に移行していく方
策を計画して行きます。また、将来名張市
との広域化処理を踏まえて、協議を始めて
いかなければならないと考えます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
・ＲＤＦ運営協議会総会及び理事会におい
て、当市から「すべての構成団体にとってメ
リットになる方策があるのなら事業の前倒
しを考えてもらいたい。」との提案を行い協
議された回答が「平成２８年度末で終了す
ることについては難しい状況であるが、今
後の構成団体の状況により、平成２９年度
以降の前倒しの再検討の余地はある。」と
の結果でした。今後、市として市民の負担
がより大きく節減できる最善策の道を模索
していかなければならないと考えていま
す。

平成28年度
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(続紙)

971,851 941,844

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

02
ごみ燃料化及び施設維持管
理経費(01-04-02-02-263-
51)

事業概要

01 2 157,237

(千円)

155,920

施策

H28
予算

青山支所管内のごみ収集・処理を行っている伊賀南部環境衛生
組合に対する負担金

一般廃棄物を固形燃料化して三重県企業庁三重ごみ固形燃料発
電所において燃料として処理

1,059,6051,127,763

902,368

27
重
点

2

事務事業名

伊賀南部環境衛生組合負担
金(01-04-02-01-260-52)

1

28
重
点

2303 ごみ処理施設のあり方を検討する体制づくり

26
重
点

コスト
の方
向

1 →

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

平成２６年３月の「一般廃棄物処理のあり方検討委員会」の答申を受けて、平成２６年度から民間処理への移行につい
て検討してきました。

今後、平成３２年度までのＲＤＦ処理期間を、当市としてどの年度で終了し民間委託へ移行していくのか、他の構成団体
の状況も勘案しながら、決定していかなければなりません。

中
間
総
括

1,097,764

→155,912
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容

と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と

具体
的な
取組

伊賀市水道事業基本
計画の策定率（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

伊賀市水道事業基本計
画の策定を１００％とす
る

H28目標 100.0

市
民
意
識
調
査
結
果

重点化

23

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
水需要予測と水源の見直しのための基礎資
料の作成を行いました。

基礎資料を基に「水道事業基本計画」の見直
しに着手します。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2304 水道水源の安定確保 評価責任者・役職名 水道部　部長　谷口　昌平

名称 連絡先

政策名等 環境に配慮した生活環境が整うまちづくり 340100 水道部水道総務課 0595-24-0001

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

安定的かつ低廉な水源を確保するため、現計画の見直しを行います。水道の需要量の減少を受け、水源の統廃合を行う場合には、水質の良
好な水源を優先的に選択し、取水・配水系統の再編を検討します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
◆伊賀市水道事業基本計画（新水道ビジョン）
の策定
  H26～Ｈ28（債務負担行為）
　全国的な人口減少社会を迎えるなか、給水
人口・給水量の減少は水道事業者にとっての
大きな課題となっており、伊賀市においても現
在の水道基本計画における計画値が、社会
情勢の変化と共に実績値との間に誤差が生じ
てきています。このため、将来に向け持続的な
事業運営を行っていくための新たな水道事業
基本計画（新水道ビジョン）の策定に着手しま
した。

　人口推計や社会動向、市の施策に基づく水
需要等の基礎数値を算定し、水源、各施設の
現状分析や経営状況の分析等を行ったうえで
水道事業の抱える問題を抽出すると共に、計
画期間内に取り組む施設整備計画や、計画を
実現するための方策をビジョンとして策定しま
す。

　水源や各施設の現状など水道事業の抱
える問題を抽出したうえで、計画期間内に
取り組む施設整備計画や、計画を実現す
るための方策をビジョンとして策定します。
　（計画策定時期：Ｈ28年12月）

（平成27年度の取組内容と残された課題）
◆伊賀市水道事業基本計画（新水道ビジョ
ン）の策定
　策定方針を決定し第1回策定委員会にお
いて、計画期間であるＨ29年度～Ｈ43年度
の15年間の水需要見通しを示しました。
　この水需要見通しをもとに具体的な施設
整備計画案の検討に着手しました。

平成28年度

0%

10%

20%

30%

40%

50%

40% 50% 60% 70% 80% 90%

満
足
度 

必要度 

H26

H27

H28
0%

20%

40%

60%

80%

100%

H25H26H27H28

目標 

実績 

90



(続紙)

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ 事業概要

01 21,348

(千円)

66

施策

H28
予算

伊賀市水道事業基本計画策定のための業務委託経費並びに策
定委員会報酬

21,348144

1

27
重
点

1

事務事業名

伊賀市水道事業基本計画策
定（22－収1－1－4）

28
重
点

2304 水道水源の安定確保

26
重
点

コスト
の方
向

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

将来に向け安定した水道水の供給と持続的な事業運営を行っていくため、水需要見通しの見直しを行い新たな水道事
業基本計画の策定を進めています。平成28年12月には策定を完了し計画を示す予定です。

国の新水道ビジョンが示す、安全、強靭で持続的な水道事業の構築に向けこの計画を策定し、それを計画的に実行し
効率化な事業運営に取り組んでいく必要があります。

中
間
総
括

66

↑144
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容

と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と

具体
的な
取組

水道広域化促進事業
（％）

指
標
名

指
標
の
説
明

経年管更新事業と統合
関連事業

H28目標 83.0

市
民
意
識
調
査
結
果

重点化

23

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
計画に基づき、対応年数を経過した送･配水
管を含む各種施設を計画的に更新と、耐震化
を図ります。

広域化促進事業を活用して経年管更新と統
合関連事業とアセットマネジメントの導入によ
り施設の再構築に努め健全経営に向け取り
組みます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2305 水道施設の充実と健全運営 評価責任者・役職名 水道部　部長　谷口　昌平

名称 連絡先

政策名等 環境に配慮した生活環境が整うまちづくり 340300 水道部施設課 0595-24-0001

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

給水区域や小規模施設の合理化により、経営効率を高める工夫として、アセットマネジメント の導入を進め、施設更新の適正化に努めます。
また、耐用年数を経過した各種施設の更新や耐震補強など施設の整備を図ります。施設の耐震化には非常に多くの経費と時間を要するため、
国の補助を効率良く活用しながら、水道施設の耐震化を段階的に行っていきます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
◆水道広域化促進事業
 計画に基づき、耐用年数を経過した送・配水
管を含む各種施設の更新と耐震化を図りまし
た。今後も引き続き施設更新の適正化に努め
る必要があります。
・経年管更新事業
　　旧上野市街地・青山地区を中心に配水管
の布設替えを実施しました。
・統合関連事業
　　給水区域の拡大のため、佐那具地区・きじ
が台地区への配水管の布設を実施すると共
に、浄水場施設の設備更新などの施設整備を
図りました。

　水道広域化促進事業を活用し、引き続き経
年管更新事業と統合関連事業による施設整
備を計画的に図ると共に、経営効率を高める
工夫として水道事業基本計画の策定と併せて
アセットマネジメント（資産管理）の導入に向け
た取り組みを行います。

　水道広域化促進事業を活用し、引き続き
経年管の更新や施設整備を図ると共に、Ｈ
29年4月に給水開始を予定している佐那具
地内（給水区域拡大）の配水管整備を図り
ます。
　また、現在策定中の水道事業基本計画
の策定と併せてアセットマネジメント（資産
管理）の導入に向けた取り組みと、水需要
を見通した新たな施設整備計画の策定に
取り組みます。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
◆水道広域化促進事業
　計画に基づき、耐用年数を経過した配水
管を含む各種施設の更新と耐震化を図る
ことができました。
・経年管更新事業
　旧上野市街地を中心に各地域の配水管
の布設替えを実施しました。
・統合関連事業
　給水区域拡大のため、きじが台地区への
配水管の布設を概ね完了すると共に、浄水
施設・送水施設の設備更新など、施設整備
を図ることができました。
　安全で安定した水道水の供給のため、今
後も計画的に実施していく必要がありま
す。

平成28年度
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(続紙)

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ 事業概要

01 1 450,670

(千円)

767,700

施策

H28
予算

経年管更新事業と統合関連事業

450,670769,044

1

27
重
点

1

事務事業名

水道広域化促進事業
（22－資1－1－3）

28
重
点

2305 水道施設の充実と健全運営

26
重
点

コスト
の方
向

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

広範囲にわたる給水区域に安全で安定した水道水を供給していくため、水道広域化促進事業において市内各所の老
朽管更新や給水区域拡大のための配水管新設、浄水設備更新など耐震化もあわせた整備を図ってきました。

経年化が避けられない水道施設の維持（長寿命化）、更新や、効率化等のための施設統合には多くの経費を要するこ
とから、今後は資産管理（アセットマネジメント）の手法を取り入れた整備を計画的に図っていく必要があります。

中
間
総
括

767,700

↓769,044
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

生活排水処理施設整
備率

指
標
名

指
標
の
説
明

処理区域内人口/伊賀
市人口

H28目標 76.3

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

23

平成26年度
（平成25年度の取組内容と残された課題）
農業集落排水事業花垣処理区・依那古処理
区の２処理区について、引き続き工事の進捗
を図るとともに、既存排水処理施設及び浄化
センター等の適正な維持管理に努めました。
今後は、河川の水質の改善を引き続き図るた
め、農業集落排水処理区37地区のうち、未着
手12処理区の事業化が必要です。また、各排
水処理施設及び浄化センター等の設備等の
更新に取り組み維持管理費を縮減する必要
があります。

農業集落排水事業未着手地域について、地
域の事情や意向をよく聴き取り地域に見合っ
た適切な処理方法と処理区域の設定を提案し
て、新規事業採択地区が出現できるよう取り
組みます。また、標準耐用年数が経過した処
理施設等の長寿命化のため機能強化事業に
取り組みます。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2306
生活排水処理施設整備の推進と適正な維持管
理

評価責任者・役職名 建設部　部長　清水　仁敏

名称 連絡先

政策名等 環境に配慮した生活環境が整うまちづくり 190200 建設部下水道課 0595-24-2136

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

計画｣並びに「伊賀市生活排水処理施設整備計画」の次期計画策定において、処理区域の見直しや、戸別処理方式のさらなる推進など、現状
を踏まえた生活排水処理施設整備手法に変更していきます。

生活排水処理施設整備率のさらなる向上をめざし、それぞれの地域特性に対応した整備手法を検討し、伊賀市生活排水処理基本計画及び伊
賀市生活排水処理施設整備計画を見直します。
また、公共用水域の水質を保全するため、施設の良好な維持管理に努めるとともに、耐用年数を迎える施設の長寿命化、機能強化を図り、公
共下水道事業・農業集落排水事業の認可区域以外の地域においては、合併処理浄化槽の設置を推進します。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
・平成20年度事業採択の農業集落排水事業
花垣地区及び依那古地区について、事業を完
成させ、処理場の供用開始を行いました。
・新規事業採択として、農業集落排水事業山
田南地区の事業採択申請を行い、平成２７年
度から事業着手できるよう進めました。
・今後も公共下水道事業及び農業集落排水事
業の未着手地区について、事業化を図るため
処理区域の住民自治協等と話し合いを継続す
る必要があります。

・市内には、未整備の農業集落排水処理区が
１１処理区、公共下水道処理区が２処理区残
されていることから、水質保全と生活環境の保
全を図れるよう事業着手までの間の現実的対
応として、合併処理浄化槽設置補助を継続し
ます。
・公共下水道事業の５ヶ所の浄化センターの
内、上野新都市浄化センターと柘植浄化セン
ターは、平成９年の供用開始から長期経過し
ているため、処理場を良好な状態で維持管理
し、突発的故障を回避できるよう、下水道長寿
命化支援制度を活用した長寿命化計画の策
定を進め、平成２７年度では詳細設計に取組
みます。
・平成２６年度で供用を開始した農業集落排
水事業花垣地区及び依那古地区について、
各家庭の接続率が上がるよう、維持管理組合
とともに啓発に取り組みます。

・農業集落排水事業山田南地区について、
管路施設工事に着手して、工事の進捗を
図ります。
・前年度で事業採択を行った、設置から１０
年を経過する公共下水道処理施設（場）に
ついて、２処理区で長寿命化工事に着手し
ます。以後も継続して長寿命化工事に取組
み安定した処理場の運転に繋げます。
・伊賀市生活排水処理施設整備計画の見
直しにより、農業集落排水処理区域から合
併処理浄化槽処理区域となった地域につ
いて、啓発を進め浄化槽設置を促します。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
・市の財政にも大きな影響を与える下水道
事業全体の見直しとして、「伊賀市生活排
水処理施設整備計画」の見直しを進め、３
月にはパブリックコメントを実施しました。
・この策定した整備計画について、次年度
では下水道全体計画として策定して、公共
下水道事業着手に繋げる必要があります。
・農業集落排水事業では、事業採択を受け
た「山田南地区」について、測量調査設計
を進め、次年度で管路工事に着手できるま
で事業を進捗させました。
・公共下水道事業、農業集落排水事業等
の事業未着手地域の生活排水の浄化を進
めるため、合併処理浄化槽設置補助（１７６
基）に取組みました。

平成28年度
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(続紙)

258,130 157,119

11,749

3,644

205,162

0

16,303

208,176

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ

05

02

04 →

437

山田南地区団体営農業集落
排水施設整備事業(10-01-
02-01-)

下水路等維持管理経費(01-
08-04-03-376-01)

事業概要

01 1

139,943

312,855

23,100

17,000

58,445

40,087

(千円)

06

9,181

50,257

施策

H28
予算

公共用水域の水質保全、生活環境の改善を図るため、公共下水
道事業等の事業認可区域を除く区域での合併処理浄化槽の普及
を促進のため設置費用の補助を行う

山田南地区の農業用用水路の水質保全及び地区の生活環境の
改善と、公共用水域の水質保全に寄与するとともに、活力に満ち
た快適な農村集落を構築する。

上野支所管内の既存下水路の清掃・補修及び適正な管理を行う

緑ヶ丘都市下水路浄化施設の機能維持のための管理と周辺環境
の保全を行う

公共下水道維持管理経費（11-01-01-01-585-）において事業を
継続

伊賀市生活排水処理施設整備計画に基づき、公共下水道全体計
画を策定する。

浄化槽清掃等保守点検業務を委託し、また、浄化槽法第11条法
定検査（Ｎ＝240基）を実施して適正な維持管理を行う

公共用水域の水質保全に資することを目的に新都市浄化セン
ターの円滑な維持管理を行う

平成27年度で事業終了

農業用水の水質保全や農村生活環境の改善を図るため、25箇所
の農業集落排水処理施設の円滑な維持管理を行う

長寿命計画に基づき、新都市浄化センター及び柘植浄化センター
の施設の改築工事を行う

機能診断に基づき最適整備構想を作成し、既存施設の長寿命
化、施設機能の健全化を行う

1,310,997

20,450

141,806

1,072,164

281,752

10,213

11,331

0

17,684

374,493

緑ケ丘都市下水路浄化施設
維持管理経費(01-08-04-
04-381-01)

2

1

27
重
点

1

事務事業名

合併処理浄化槽設置及び管
理事業(01-04-01-03-257-)

28
重
点

2306 生活排水処理施設整備の推進と適正な維持管理

26
重
点

コスト
の方
向

→

03 →

10,253

9,117

10 →323,663 277,886
農業集落排水維持管理経費
(10-01-01-01-585-)

皆減34,58209

12 新規0

11 新規

0

長寿命化対策事業(11-01-
02-01-678-01)

機能強化対策事業(10-01-
02-01-681-01)

03

14 →2,394 1,987

省エネ機器導入事業(10-
01-02-01-682-01)

大山田地区家庭雑排水処理
施設維持管理費(10-01-01-
01-586-01)

新規13 0
維持管理コスト削減や汚泥の減量化等に対応した省エネ技術の
導入を行う

大山田支所管内の生活雑排水簡易汚水処理施設（３４施設）の維
持管理を行う

0

15 →
特定環境保全公共下水道維
持管理費（11-01-01-01-
585-）

公共水域の水質保全に資することを目的に柘植浄化センター他３
処理区の公共下水道処理施設の維持管理や修繕を行う

118,089

07

08

→
羽根川都市下水路維持管理
経費(01-08-04-04-381-02)

処理区計画費(11-01-02-
01-591-02)

生活排水処理施設維持費
(12-02-01-01-597-01)

公共下水道維持管理経費
(11-01-01-01-585-)

397

↑12,220

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

公共下水道事業、農業集落排水事業及び合併浄化槽設置整備事業に取組み、生活排水処理施設の整備率の向上を
図ってきましたが、依然としてその整備率は全国平均、三重県平均を下回る状態にあります。平成27年度では、伊賀市
生活排水処理施設整備計画を見直し、農業集落排水事業の既存処理区の見直し、公共下水道事業の分区や効率性
を考慮した適切な事業となるよう既存計画を見直したこと、汲取り方式から合併浄化槽事業への転換などに取組んでき
た。

公共用水域の水質を保全するため、他市に比較して生活排水処理施設の整備率が下回るこの事業は、引続き積極的
に取組む必要があります。特に事業化を躊躇して遅れている公共下水道事業を喫緊の課題として捉え、上野処理区に
ついては市街地へ小範囲・小規模処理場の設置などを検討して、工事ｺｽﾄの縮減を図り推進する必要がある。また、青
山処理区については、処理区域の見直しとｺｽﾄ縮減を図り推進する必要がある。

中
間
総
括

→

12,219

→17,694

893,369

0

34,580
長寿命化計画策定経費(11-
01-02-01-591-04)

→52,132
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

事業進捗率
指
標
名

指
標
の
説
明

投資事業費/総事業費

H28目標 100.0

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

23

平成26年度
（平成25年度の取組内容）
・企業会計導入に向けた３ヵ年計画の初年度
として、業務委託をプロポーザル方式により発
注します。

（残された課題）
・資産評価（H26～27)、システム構築（H28、水
道部とシステムの統一を図る)、上下水道の組
織統合の可能性など内部協議が必要となりま
す。
・企業会計導入については、平成２９年４月１
日の組織改変と企業会計導入は可能である
か準備検証を行う必要があり、さらに１年程度
の準備期間が必要か十分な検討が必要で
す。

･資産評価は、２ヵ年に及ぶため債務負担行
為を設定し複数年契約として取り組みます。
・次年度で計画する財務及び料金システムの
仕様書を作成するため、先進自治体の視察、
ヒアリングを行います。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2307 下水道事業の健全経営 評価責任者・役職名 建設部　部長　清水　仁敏

名称 連絡先

政策名等 環境に配慮した生活環境が整うまちづくり 190200 建設部下水道課 0595-24-2136

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

下水道事業の地方公営企業法適用に向け準備を進めます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
　地方公営企業会計移行に向け、予定通り資
産調査に着手し、計画通り事務作業を進める
ことができました。

・今後もシステム構築と統合を図る水道部と連
携・調整を密にして、取り組みます。
・平成２７年度は、上下水道事業企業会計シ
ステム構築と上下水道料金システム構築に取
り組みます。

・引続き、資産調査を進め、システムの運
用試験、予算の調製、例規の準備等を進
めて、公営企業会計導入を確実に実行す
る必要があります。

（平成27年度の取組内容と残された課題）

・資産調査を７９％まで進めることができ
た。このことについて、新年度で引続き残
調査を進め、完了させる必要があります。

平成28年度
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(続紙)

H27
予算

H27
決算
見込

Ｎｏ 事業概要

01 1 35,411

(千円)

38,763

施策

H28
予算

下水道事業について、Ｈ２９年度から地方公営企業法適用を目指
す

35,41138,772

1

27
重
点

1

事務事業名

地方公営企業会計移行経費
(11-01-01-01-585-33)

28
重
点

2307 下水道事業の健全経営

26
重
点

コスト
の方
向

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

構成事務事業　合計

第１次再生計画
期間全体を総括

して

第２次再生計画
（仮称）への課
題、対応につい

て

下水道事業について、地方公営企業法の適用に向けて、平成27年度から2ヵ年で企業会計を導入できるよう移行準備
を進めてきた。また、導入コスト縮減のため会計処理システムは、水道部と共用できるよう連携してきたところである。

地方公営企業法の適用は、公共下水道事業、農業集落排水事業、合併処理浄化槽事業を対象として財務部門だけの
一部適用として移行準備を進めてきたが、平成29年度からの水道部との組織統合を視野に入れ、全部適用へ方針変
更し移行準備を進める必要がある。

中
間
総
括

38,763

→38,772
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成
果
指
標

改
善
・
取
組
方
向

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

事業進捗率
指
標
名

指
標
の
説
明

投資事業費/総事業費

H28目標 86.0

市
民
意
識
調
査
結
果

継続取組

23

平成26年度
（平成25年度の取組内容）
・市単下排水路整備事業野間地区（H１６～H
２８）及び東高倉地区（H２５～H２８）の２地区
の整備に取り組みました。

（残された課題）
・工事の際は地元寄付金を徴収しているが、
以後の維持管理は一般財源で賄っています。
・現在の採択地区については、早期の事業完
了を図り、他の地域については伊賀市生活排
水処理計画の見直しに併せて処理計画を見
直す必要があります。

・現行2地区の完了を持って以後の新規事業
採択の予定は無いことから、本事業は中心市
街地における浸水被害が常態化しつつある丸
之内や田端町から伊予町、忍町付近の下水
管路の改修等の対策事業として取り組みま
す。

優先度 平成２８年度施策評価シート

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 2308 排水路の改修、整備 評価責任者・役職名 建設部　部長　清水　仁敏

名称 連絡先

政策名等 環境に配慮した生活環境が整うまちづくり 190200 建設部下水道課 0595-24-2136

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

市街化区域の冠水被害を防止するため、排水路の改修、整備を進めます。

平成27年度
（平成26年度の取組内容と残された課題）
・市単東高倉下排水路整備工事については、
受益者の不同意のため事業廃止となった。
・計画していた野間地区の下排水路整備工事
を予定通り進める事ができました。今後も工事
コストの縮減に取り組む必要があります。

野間地区の下排水路整備工事に引き続き取
り組みます。また、四十九町地区の下排水路
の整備のため、測量設計に着手します。

野間地区の下排水路整備工事に引続き取
組むとともに、四十九町地区の整備工事を
実施します。

（平成27年度の取組内容と残された課題）
・野間地区の下排水路整備工事を予定通
り進める事ができました。
・新規地区の四十九町地区下排水路事業
の測量設計に取組みました。

平成28年度
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